
企業の組織間関係に関する調査＊の設計  

一地域技術の育成移転と企業戦略論の進展のために一  

山  口 博 幸  

Ⅰはじめに。ⅠⅠ文献サ・－ベイによる分析枠組の設計と  

理論的仮説の形成。1ⅠⅠ地域技術育成移転の課題と作業仮  

説の形成。ⅠⅤ調査の方法と調査票の設計。 Ⅴ．むすび  

にかえて。 （付）調査票。  

Ⅰ は じ め に  

組戯のコソテクストは細腰行動の理解にとって決定的に重要である。環  

境に対してはこれまでも考慮がはらわれてきたのにかかわらず，管理者や  

研究者はいぜんとして組俄の行動や成果を内部要因に帰しつづけている。  

……管理者が組織成果にどのくらいの寄与をするかを推定した研究では，  

寄与率10％であることが発見されている。個人行動の理論の展開に90％の  

努力が投じられてきたことときわだった対照をなしている。（Pfeffer ＆  

Salancik，1978，p．19）  

＊ 本調査は通商産業調査会委嘱の「四国地方における機械工業に関する調査研究」ならび   

に文部省特定研究「地域経済と地場産業」の一一環として計画したものである。ケース・ス   
タディないし「ヒアリング調査」に要する費用は通商産業調査会の出費であり，調査票の   

印刷・郵送に要する費用は主として文部省特定研究費を使用している。   
また，本稿の中心をなしている調査票設計に至るまでには，昭和57年度四国地方枚械工  

業振興調査研究委員会（11名，委員長・井原健雄香川大学経済学部教授）の委員各位から，   
さまざまなご教示をいただいた。深く感謝している。とくに井原健雄（経済学）・細川 進  
（経営学）・大薮和雄（統計学）の3委員には，数回にわたって調査票案のコメントをし   

ていただいた。高橋茂幸（多田野鉄工所）委員には′くイロット・スタディの対象になって   
いただいた。和才昌二（日本興業銀行）委員にはケース・スタディに役だつ基礎資料を用   

意していただいた。以上の委員にはとくに記して感謝の意を表したい。しかしながら，本  
稿中に独断と誤解と未熟さがあるならば，それは筆者ひとりの責任である。   
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これに多少の誇張を加えるならば，組織内問題の解決努力は，組戯成果の説  

明に10％しか寄与しないのに，90％の努力がささげられてきた，ということに  

なる。組織内問題とはなにか。所与の組織資源からいかにして最大のアウトプッ  

トを得るか，という問題である。生産性向上のためにいかにして労働者を動機  

づけるか，という問題がその典型である。こ．のような資源利用問題よりも資源  

獲得問題を重視するのが環境重視の組織論であろう。これほ労務管理にとって  

も新しい視点を与えるかもしれない。労務管理の問題ほ労働者の動機づけの問  

題だけでほない。この視点はまた，地域産業の振興に必要な資源一人的資源  

だけではないだろうが－の獲得問題の解決にも示唆を与えるだろう。「組織の  

成功にとって決定的に重要なのは，その立地（location）であり，競争を最小に  

しながら当該市場に対してサ1－ビスを提供するために必要な資源の供給を確実  

に維持する能力である」（Pfeffer＆Salancik，1978，p”4）という見解も，この  

視点からでている。   

労務管理と地域技術育成－この両方にかかわる問題として人材育成の問題  

がある。そして，これほとくに日本では企業内教育の問題とみられることが多  

いようである。しかし，企業内教育であっても一・社内教育とほかぎらない。関  

係会社・下請企業との相互派遣出向，機械設備の仕入先への派遣，製品納入先  

からのフイ・－・ドバック情報などによって，人材育成ひいては技術育成がなされ  

ているからである。   

こうみてくると，地域技術育成移転の現状分析・課題把握のためにも，それ  

にふさわしい視点と分析枠組の必要性を感じさせる。われわれは，その分析枠  

組を組織間関係論（interorganizationtheory）に求めたい。組織間関係論は組  

織環境論の系譜に属し，その新展開としての意義をもっている（VandeVenei  

alリ1975；Aldrich＆Pfeffer，1976）。公的職業訓練機関を対象にしたものでほ  

あるが，その組織化問題に組織間関係論を適用した例（Aldrich，1975）はある。   

組織間関係論は組戯環境論の新展開とみなされている。しかしながら，環境  

論の展開において重要な貢献をした企業戦略論の成果を吸収することが少な  

い，とわれわれはみている。関心対象も医療機関などが多く，企業組織が少な  

い。また，組織間関係論はいまだ「理論」とよべる段階に達していないと言わ   
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れている（Negandhi，1975）。それはひとつのアプローチ（anapproach）ない  

し視点（aperspective）にすぎないと言うのである。この分野での研究成果は，  

各自が選んだ実践的トピックの解明のためにのみなされた調査の蓄積でしかな  

い，という見解もある（VandeVenetalリ1975）。実証研究にあたって，それ  

が理論の発展にとってどのような貢献をするのかに，あまり考慮がほらわれて  

ないということである。調査の設計にあたって，われわれはこの点も考慮にい  

れてゆきたい。その道も企業戦略論の吸収によってひらかれるような気がして  

いる。   

組織間関係論に企業戦略論の成果を吸収することほ．，企業戦略論の進展と理  

論の充実に資するところがあるであろう。従来の企業戦略論には，資源を所与  

とした製品市場戦略の偏重があり，資源確保戦略を無視ないし軽視する傾向が  

ある（Hofer＆Schendel，1978，p…25）からである。組織間関係論の分野では，  

後述するように，組織の資源依存（resour・Cedependence）モデルが，ひとつの  

有力な／（ラダイムとして確認されつつある（Aldrich＆Pfeffer，1976）。  

ⅠⅠ文献サーベイによる分析枠組の設計と理論的仮説の形成  

組戯関係論は1960年前後に出現し，1975年時点までに，150本以上の著書・  

論文が公刊され，すくなくとも130の要因が変数として識別されているという  

（Adamek，1975）。その勢いはその後こんにちに至るまでに衰退したとは思わ  

れない。本節でわれわれは，そのなかから主要なものを若干レビューし，1）相対  

立する立場や変数セットには選択を加え，企業の組織間関係についての分析に  

有効と思われるものを選び，若干のアイデアを追加したい。そうすることによっ  

て，企業の組戯間関係についての分析に．と、つて有効な分析枠組の設計を試みた  

いのである。   

1．組戯環境論の系譜  

組織間関係論は組織環境論の系譜に属する（VandeVenetal．，1975；Ald－  

1）レビューにあたっては，山倉（1977年；1981年）や赤岡（1978年こ1979年；1981年）   

によるレビューも参照した。   
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r・ich＆Pfeffer，1976）3）祖廟環境論ほバ・－タラソフイ（vonBertalanfy）のオー  

プソ・システム概念の組織論への導入の試みにはじまる。たとえばカッツ＝か－  

ソ（Katz＆Kahn，1966）はその試みをしたひとりである。しかし，環境が組  

織にとって重要であると言うことと，細織と環境との関係について理論を構築  

することとは，別のことである。リ、－ダーシ ップ，コミュ．ニケーショソ，組織  

改革……という論題はカッツ＝カ・－ソがその著書の最初のところで必要性を強  

調したオ・－プソ・システム論とほ．リンクしていないのである（Pfeffer＆  

Salancik，1978，p．6）。環境が一・般概念としてのみ提示され，操作的に定義され  

ていないところに最大の理由があると思われる。   

その後の組織環境論は，グァンデヴェ：／ら（VandeVenetal，，1975）によ  

ると，つぎの3つに大別できるという。   

（1）不確実性として環境を把握するコンティソジュンシ・一理論   

（2）組織集合（セット）として環境を把撞する組織間関係論   

（3）社会的システムないし組織ネットワー・クとして環境を把旛する組織間  

関係論   

組織にとっての環境を不確実性の度合として操作的に把墟し，組織とくに組  

織構造の議論とリンクさせたのが，いわゆるコンティソジュンシ・一理論（COn－  

tingencytheory）であった。バ、－ソズ＝ストーか－（Burns＆Stalker，1961）  

やウッドワ・－・ド（Woodward，1965）らの研究成果をふまえたローレンス＝ロー  

シュ（Lowr・enCe＆Lorsch，1967）が代表的論者である。これらの論者の功績  

によって，特定の親戚構造が有効であるかどうかは環境の不確実性に依存（con－  

tingentupon）する，という認識が広まった。   

このコソティソジェソシ、一理論は組織環境論としてはつぎの2つの特徴を  

もっている（VandeVenetal．，1975；赤岡，1978年）。   

第1の特徴は，環境が主として「課業環境」（Dill，1958）に限定され，この「特  

定環境」と区別される「－・般環境」（Hall，1972）が議論されていないことであ  

る。課業環境（taskenvir・Onment）とほ．，「目標の設定と達成に関連ある環境部  

2）オルドリッチ＝プェファー（Aldrich＆Pfeffer，1976）はつぎのように述べている。   

「組織間関係という研究課題は，組織と環境というもっと一腰的な研究の－・部である。」   
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分」を意味し，①ディー・ラ、－とユ・－ザ・－を含む顧客②資材・労働・資本・設備  

の供給業老③市場と資源面での競争相手④行政機関・組合・業界団体などの規  

制集団から成る（Dill，1958）。これに対して－L般環境（generalenvirIOnment）  

と．は，①技術条件②法制的条件③政治的条件⑥経済的条件⑤人口統計学的条件  

⑥生態学的条件⑦文化的条件から成るものである（Hall，1977，pp．304－12）。   

第2の特徴は，環境が制約条件（COnStr・aints）として把揺され，環境決定論  

（environmentaldeterminism）的組織論になっていることである。細腰が積極  

的に環境にほたらきかけてゆくという主体的側面についての解明の必要性が示  

唆されている（cfMetcalfe，1976，p．328）。環境は組織にとって「制約」であ  

るだけではない。「磯会」でもある。   

以上のようなコ∵／ティンジュンシー理論と対比きせながらヴァソデヴェソらは，  

環境を「相互作用する組戯の集合」とみなす点で共通している2種の組織間関係  

論を紹介している。しかしその前にわれわれは，企業戦略論をとりあげ，その  

成果を吸収することにしたい。上述のコンテインジェンシー理論の2大特徴と  

も直接的なかかわりをもつからである。企業の組腰間関係の分析に有効な枠組  
の設計のためにも，である。   

前稿（山口，1982年）でもふれたように，企業戦略論はチャンドラー（Chan・  

dler・，1962）とアンソフ（Ansoff，1965；1969）を本格的な創始者とみることが  

できる。ここでチャンドラーとアンソフの戦略論の貢献をたかく評価するのは，  

それがコンティソジュンシ・一理論と同時期に出現しながら，さきにのべたコン  

ティソジュンシー 理論の特徴と相対立する特徴をもっているからである。   

チャソドラ、－は，GM，デュポソ，シアズ・ロバック，スタンダード・オ・イル  

の大企業を歴史的方法で分析し，「構造は戦略に従う」という有名な命題を生み  

だしている。ここで構造とは①権限とコミュニケーションのラインおよび②そ  

こを流れる情報ないしデータのことをさしている（Chandler，1962，p．、16）。ま  

た戦略とは①長期目標の決定②その達成手段の採用③資源の配分のことをさし  

ており（励玖），課業環境についての主体的決定であるといえよう。さらに注目  

すべきは，戦略が「機会とニーズ」（p．18）といういわば一・般環境に規定される  

ものとみられていることである。したがって，チャソドラーの組織と環境につ   
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いてのモデルは，「－・般環境の変化一課業環境の決定（＝戦略）一組織構造」  

と図式化できよう（cf。Evan＆Klemm，1980）。この図式は非企業組織にも適  

用可儲である。エヴァン＝クレム（Evan＆Klemm，1980）は，この図式に「パ  

フオ・－マンス」を加えた4変数間の適合度を，病院組織を対象に非歴史的方法  

で，テストしている。   

以上のことからもチャンドラーの組織環境論はコンティソジュンシ・一理論と  

はちがった特徴をもつものであること．が明らかであろう。すなわちそれは，①  

インプリシットにとはいえ課業環境と一腰環境を区別し，②組織が環境に積極  

的にはたらきかけてゆく主体的側面を戦略という概念で把握することを，特徴  

としている。これに対してアンソフの企業戦略論は－・般環境をモデルないし概  

念枠組にとりいれるものでほない。しかし，企業環境に関心をもつわれわれに  

とっては吸収すべき点をより多くもっている。   

図表1（Ansoff，1969）はアンソフが企業戦略論（Ansoff，1965）を展開する  

さいの基礎になっていると思われる概念的枠組である。図表でいう「ロジス  

ティック・プロセス」とは，企業による資源の物理的変換過程のことである。  

このプロセスをとおして企業は，環境からインプットされる資源一資材・労働  

図表1 アンソフの企業戦略分析枠組  

企業  

出所）菅原，1973年，図1（Ansoff，1969，Fig1に若干の加筆をしたもの）   
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力・資金など－を製品またはサービスに変換し，それをふたたび環境にアウ  

トプットするのである。このロジスティック・プロセスを設計・管理するのが  

「マネジメソト・プロセス」である。図表にも示されているように．，マネジメ  

ソト・プロセスが情報処理過程ないし意思決定過程として把握されていること  

に注意しなければならない。サイモンの「マネジメソトは意思決定である」（  

Simon，1960）という立場がひきつがれているのである。   

アンソフはこの分析枠組にそって企業戦略論を展開している。アンソアに  

とって「戦略的」決定とは「企業とその環境との結合関係に関する」決定を意  

味する（Ansoff，1965，p．5；120）。ただし，そこで展開されているのほ製品・  

市場戦略に限定されている。   

このアンソ・7の概念的枠組に対して吉原（1973年）は，企業と環境の結合関  

係に追加修正をおこない，図表2を提示している。追加修正されている点は，  

①インプットされるのは資材・労働力・資金・情報だけでなく，設備・技術・  

ノウハウなどが追加されている点，②アウトプッ†されるのも製品・サ1－ビス  

だけではないとされている点，③環境が供給市場・販売市場と修正されている  

（ただし，コミュ、ニチイなどの社会的環境については意識的に捨象されている）  

点，である。   

ここで，ヴァンデヴュンによる組戯環境論の類型に話をもどそう。残された  

2類型はいずれも組腰間関係論の名で－・般によばれているものである。それは  

国表2 企業戦略分析枠組の修正  

変換プロセスの要素  投 入   

1－1 エネルギー  
資源   

1－2  僚材料   

1－3  人   

1－4  資 金   

1－5  情 報   

0－1財   

0－2 サービス  

P－1設 備   

P－2 技 術   

P－3 ノーハウ   

P－4 マンパワー   

P－5 情 報  

P－6マネジメント  

販
 
売
 
市
 
場
 
 
 

供
 
給
 
市
 
場
 
 

出所）吉原，1973年，図2  
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環境を組戯の集合とみる点で共通している（VandeVenetal，1975）。組俄環  

境という概念にはリアリティがない（Pfeffer＆Salancik，1978，p．13）。また，  

細織にとって環境という制約条件ないし枚会を構成しているのほ，市場という  

ような無数の組織からなる抽象システムでもない（Cf．Tuite，1972，pVi）。そ  

れは具体的な特定他組織からなる。このような認識が組織間関係論を生んだと  

いえよう。   

組戯間関係論の第1類型は，ひとつの組戯とその環境としての特定組織集合  

とを認識対象とする。その代表的なものはェヴァソ（Evan，1965；1972）の組  

織セット・モデル（organization－SetmOdel）である（赤岡，1978年）。細腰セッ  

†とは，問題とする焦点組織（focalorIganization）と関係をもつ特定組戯の集  

合をさす（Evan，1965）。   

組織セット・モデルほ組織へのシステムズ・アプローチである（Evan，1972）。  

それは①焦点組織②インプット組．織セット③アウトプット組織セット①フイ・－  

ドバック効果，の4要素からなり，それらの関係は図表3のように図示される。  

この裏にほつぎのような基本的認識もある（Evan，1965；CfいPfeffer＆  

Salancik，1978，p。2）。焦点組戯は特定のアウトプット組織に製品ないしサービ  

スを提供できるために資源を必要としている。さまざまの資源を獲得するため  

にインプット組織に依存している。われわれは，図表3で示される組織セット・  

モデルとその裏にある基本認識が前にのべたアンソフの企業モデルと矛盾なく  

図表3 組織間関係の組織セット・モデル  

組織間システム  ーー・一一・－－－－－－・－一一－－－－－－－－－－－－－‾－一－－－‾‾■‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾‾‾－－‾‾‾‾■‾‾‾‾ 
l  

＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿【＿＿＿＿＿＿－＿－＿＿－＿＿＿＿＿＿一＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿」  

出所）Evan．1972，Figure12い1   
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かさなりあい，相補完するものであることに注意したい。この点はのちに項を  

改めてのべる。   

組織間関係論の第2類型は，組織間関係そのものを社会的システムー相互  

作用の複合的ネットワ、－クーとして分析するものである。焦点組織と組織  

セットを構成する個別組織との2組織間（between）の関係でなく，3つ以上の  

組俄間（among）の関係が強調される，とみればよいだろう。それを把握する  

ために「組織間フイ・－ルド」（Warren，1967）や「組織間コレクティビティ」（Van  

de Ven et al．，1975）の概念が開発されている。またオルドリッチの研究  

（Aldr’ich，1975）もこの類型に属するものとされている（VandeVen et al．，  

1975；赤岡，1978年）。「組織間ネットワ、－ク」（Van de Ven et al．リ1979；  

Aldrich，1979，p．281）も同種の概念といえよう。   

社会的システムないしネットワ・－クそのものが研究対象であるから，これを  

組織環境論の一腰型とするには疑問がわれわれには残る。だが，組織間関係論  

の一・類型であることにほまちがいないから，ここで取りあげることほ無意味で  

はないだろう。   

以上われわれは，ヴァンデヴュこ／らの組織環境論の類型諭せ手がかりにし，  

若干の修正を加えながら，それをレビュ・－してきた。レビューの対象になった  

主なものは，①オ・－プソ・システム論②コンティソジェソシー理論③企業戦略  

論⑥組織セット・モデル⑤組戯間コレクティビティ論，である。企業戦略論の  

環境論への貢献を評価したところが，われわれのレビュ・－の特色である。  

2．．組戯セット・モデルと企業戦略論の結合の必要性  

ツアイツ（Zeitz，1975）は，紐腰間関係論には社会学の伝統をうけつぐもの  

と，マネジメソト論の伝統をうけつぐものと，2種のものがあるようだと指摘  

している。組織セット・モデルは後者，組織間コレクティビティなどの概念を  

うんだ組織間関係社会的システム説は前者，といえよう。じじつ社会的システ  

ム説の立場にたつ研究者は，地方行政機関（WarIren，1967）・職業訓練機関  

（Aldrich，1975）・福祉依閑（VandeVenetal．，1979）などの社会的サービス  

組織を調査対象とし，コミュニティー内各地に分離設置されている複数組織を   
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いかに統合するかを関心対象とするものが多い。   

それにくらべると，個別企業を調査の焦点とし，マネジメソト論的関心から  

アプローチした実証的組織間関係研究はすくない（赤岡，1978年）。組戯セット・  

モデルを開発したェヴァソでさえ，のちにほ病院を対象とした研究をしている  

（Evan＆Klemm，1980）。そこでは，組織セット・モデルの影はうすくなって  

いる。マネジメソト論的関心をもつわれわれとしては，企業を対象にした実証  

研究に至る道をひらかねばならない。そのためにほ組織セット・モデルと企業  

戦略論とを結合させる必要がある，というのがわれわれの基本的アイデアであ  

る。   

形式的には両者の結合ほむつかしいことではない。前掲の図表1ないし図表  

2と図表3とをかさねればよい。われわれとしてほ，企業戦略論の分析枠組に  

組織間関係論の成果を導入して，前者の充実をはかるという道をとりたい。す  

なわち，図表1の左側の「環境」ないし図表2の「供給市場」を「インプット  

組織セット」に，右側の「環境」ないし「販売市場」を「アウトプット組．織セッ  

ト」に，それぞれ書きかえればよい。また，「企業」は「焦点企業」とする。あ  

とはこの段階ではそのままにしておく。このような修正から生じるメリットに  

ついては，前項の組織環境論とくに組腰間関係論についてのレビュ1－・からも想  

像されるであろうが，以後おいおいさらに明らかになるであろう。  

3．自然淘汰アブロ・－・チと資源依存アブロ、－チ  

分析の出発点として企業戦略論の枠組を基本とするとして，つぎに問題にな  

るのは，焦点企業と組戯セットとの関係をいかなる概念ないし変数で把握する  

かである。そのばあい，組織間関係をいきなり一・括把捉するよりも，いくつか  

の次元ないしレベルに分けておくはうが，よりリアルな把捉ができるだろう。   

組織間関係の次元といえば，マレット（Mar．r’ett，1972）のものが比較的よく  

知られている。マレットは，関係を①公式化（協定の公式化の程度など）②関  

係強度（相互作用の頻度など）③交互性（取引条件の決定が－・方的か相互的か）  

⑥標準化（取引手続の標準化など）の4次元で把握し，それぞれについてイン  

ディケータを示している。しかしながら，われわれがこの見解を採用するとす   
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れは，企業のリアリティから遠ざかることになるだろう。ちょうどアンチィソ  

ジェンシー理論が環境を不確実性で把握しようとしたときと同じように．。   

またメトカーフ（Metcalfe，1976）ほ，組織間関係を「社会的統合」の問題と  

して把握し，つぎの4次元を示し，各次元で発生する問題とその解決のための  

戦略を整理し表示している。（∋文化的統合（価値観ないしイデオ・ロギーの－・致  

度）②規範的結合（組戯セットの期待と焦点組織の行動の一・致度）③意思疎通  

的統合（情報伝達面での結合度）④機能的統合（分業と交換に．もとづく結合度）  

が，その4次元である。なかなか示唆的である。しかし，もっと単純明快でリ  

アリティをもった分割法がある。   

オルドリッチ（Al血・ich，1975）は，組織と組織の間を何がフローするかで，  

4つを区．別している。つまり，何がインプットされアウトプットされるかであ  

る。それは「資源」である，とオルドリッチはいい，4種を識別している。つ  

まり，①人員②情報③製品およびサービス④資本ないし資金，である。ヒト・  

モノ・カネ・情報の4レベルといってよいだろう。この見解は単純明快で，と  

くに企業分析にとってリアリティをもっているばかりではない。アンソフ（本  

稿図表1参照）や、エヴァソ（Evan，1965）の見解とも矛盾しない㌔）しかも，つ  

ぎのようなしっかりした根拠をもっている。   

オルドリッチ＝プェファー（Aldrich＆Pfeffer，1976）によると，組織と環  

境との関係への接近法は2つに大別できるという。①自然淘汰（naturalselec・  

tion）アブT＝、－・チと，②資源依存（resourcedependence）アプローチである。   

自然淘汰アプローチは，進化論と共通した接近法をとるので，生態学的アプ  

ローチともよばれる。このアプローチでは，環境への適合度が組戯の存続を決  

定する，という見解がとられる。いいかえれば，環境が最適な組織を選別する，  

という見解である。完全競争を前提としたミクロ経済学やさきにレビューした  

コンティソジュンシー理論のとる接近法でもある（Aldrich＆Pfeffer，1976）。  

3）ユダァソ（Evan，1965，p‖220）はつぎのようにのべている。「焦点組織とその組織セッ   

トとの関係は，（a）境界担当者の役割セッt・（b）情報のフロー（C）製品ないしサービスのフ   

ロ、－（d）人員のフロー，によって仲介されているものとみなせる」と。「境界担当者」につ   
いてはのちにのべるn   
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これに対して資源依存アブロ㌧－チは，組織は自己保有をはかってゆくに必要  

なすべての資源を自己補給しているのではない，という命題をアプローチの前  

提ないし出発台とする。したがって，組織は資源供給をうけるた姥〉に環境ない  

し他の組織と相互作用し依存することになる。また，資源獲得が経営者の職務  

となり，しかもその獲得方法には選択の余地をのこしている。したがって戦略  

論が重要になる。この接近法は「企業の行動理論」（Cyert＆March，1963）の  

ものと共通しており（Aldrich＆Pfeffer・，1976），われわれがさきにレビューし  

たように，組腰間関係論とくに組織セット・モデルを生ぜしめた基本認識でも  

あった。   

最近この資源依存アブロー・チをイクスプリシットにうちだした戦略論が2つ著  

わされた。プェファ1－＝サランチックのもの（Pfeffer＆Salancik，1978）と  

吉原ら（1981年）のものである。いずれも後にみるように，われわれの分析枠  

組の設計にとってト重要な示唆を与えるものである。なかでも後者は，さきにみ  

たのと同じく4資源を識別している。また，とくに情報的資源の重要性を強調  

する「経営資源アプローチ」は，のちに試みる「理論」構築のさいに重要な示  

唆を与え．る。   

ところで，われわれの分析枠組として図表1（Ansoff，1969）を採用するのか，  

それとも図表2（青原，1973年）を採用するのか，という問題が残されている。  

どちちかといえば，図表1を採用したい。インプットされ，アウトプットされ，  

そしてフィードバックされるのは，ヒト・モノ・カネ・情報のいずれかである  

とみることができる。したがって，図表1にいう「資源」は人的資源・物的資  

源（設備もふくむ）・資金の総称となる。ただし，図表2はのちに「技術」の育  

成や移転について論じるときに援用したいので，残しておきたい。  

4．外注企業（下請）および産業基盤（イソフラストラクチャ・－）  

これまでのところでできあがりつつある分析枠組に従えば，焦点企業以外で  

当企業と関係をもつ組戯はすべて，インプット組織とアウトプット組織のいず  

れかのセットにふりわけられなければならない。下請・運輸交通通信業者や行  

政組織なども「仕入先」ないし「納入先」と同じセットで扱わなければならな   
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い。しかし，これらの諸組織ほインプット組織やアウトプット組織とは別のセッ  

トとして分析した方がよいと考えられる（赤岡，1978年）g）業界団体・商社・  

銀行なども，組織間関係のレベルないし次元によっては，別のセットとしてあ  

つかう方がよいであろう。   

赤岡（1982年）は，大阪船場繊維卸売企業を対象にして組戯間関係－じつ  

は企業間関係に限定されている－を調査研究している。そのさいの分析枠組  

において，かれほ商社や外注企業を別のセットに分離している。   

とくに外注企業についてほ，インプットないしアウトプット企業というより  

「プロセシソグ分担，分業」企業とみるべきだ，とのべている（赤岡，1982年，  

19ページ脚注）。これはわれわれにとって有用なアイデアである㌔）ァソソフの  

枠組．（図表1）にてらしてみるとき，なおいっそう有用性が増すと考えられる。  

つまり，外注企業は「ロジスティック・プロセス」を分担しているのである。  

「アクショこ／指令」は親企業の「マネジメソト・プロセス」から受け，そこへ  

「アクション・ニ・－・ズ」をフィードバックしているのが，外注企業ないし下請  

業者なのである。したがってわれわれは，この赤岡のアイデアを「ロジスティッ  

ク・プロセス分担企業」セットと命名しなおして吸収することにする。   

では，生産調整などの行政指導をおこなう行政官庁，流通チャネルあるいほ  

企業グループ・れレガナイザー・としての商社，金融取引関係を縁に他企業から  

の受注獲得を依揆される場合の銀行，わが国6大企業集団にみ．られるような社  

長会（公正取引委員会，1979年）－などはどう理解したらよいであろうか。  

リトワク＝ヒルトン（Litwak＆Hylton，1962）は，組織内とちがって組織間  

ほコンフリクト常在と権限構造不在とを特色とするところから，共同意思決定  

の調整機関（co－Ordinatingagency）を生ぜしめることがあることを精通してい  

4）赤岡（1978年）はわれわれとは別の意図で，つまり組織間コレクティビティの概念の有   
用性を主張する意図で，つぎのようにのべている。「組織セットには種々の異なった関係   

が含まれており，たとえば，下請企業，競争企業，業界団体等をも1つの組織セットに入   
れることになるが，これらの諸組織との関係ほそれぞれ別々に考察した方がよいと考え 
られる。実は，…‥‥‖組織コレクティビティー（ママ）の概念はこれらを別々に扱っていく   

ものである。」（25ページ）  

5）とくに，下請の存在やその育成が大きな問題となる機械器具製造企業を調査対象とする   

ときは，そうである。   
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る。調整機関とは，①関連情報の伝達②紛争状態の調整③行為規準の提供④共  

通利益となる領域の拡大，などによって2つまたはそれ以上の組織間の行動を  

秩序づける第三者的なフォーマル組織のことである。上述の行政磯関・商社・  

銀行・社長会はこの調整機関の代表的な例といえよう（野中，1974年）。これを  

われわれの分析枠組にてらしていうとどうなるか。インプット組織，アウトプッ  

ト組織，ロジスティック・プロセス分担企業－いずれのセットにも属さない。  

インプットおよびアウトプットの経路そのものということができよう。いわば  

「／くイブ役」なのである。とくに上にのべたような意思決定の調整機関は情報  

面でのパイプ役といえよう。   

経路といえば，道路・港湾・空航などのいわゆる産業基盤（インフラストラ  

クチャー）と運輸交通通信機閑ないし業者がいる。これらほ物流面でのパイプ  

役であり，調整校閲である，ということができよう。   

道路・港湾・空港などが「ハ、－ドなインフラストラクチャー」とよはれるこ  

とがある（地域技術研究グ，1982年）。これに対してわれわれは情報面での調整  

機関のことを「ソフトなインフラストラクチャー」とよぶことにしたい㌔）運輸  

交通通信検閲は両面をもっているといえよう。「ハードなインフラストラク  

チャ・－」と「ソフトなインフラストラクチャ・－」の両面を合わせてわれわれは，  

「産業基盤」として分析枠組に加えることにする了）  

5，変数の識別と理論的仮説の設定  

以上において分析枠組の設計をいちおう終える。できあがった枠組を図示す  

るとすれば，図表4のようになろう。つぎの課題は，この枠組にそいながら変  

数をえらびだし，変数間の関係について仮説を形成することである。   

ェヴァン（Evan，1965；1972）は，組織セットの性格を独立変数群として把  

6）地域技術研究グループ（1982年）も「ソフトなインフラストラクチャ・－」ということば   

を使っている。しかし，それは「質の高い労働力，技術をもった関連企業群など」（10ペ・－   
ジ）や「技術水準，R＆D扱能，情報等」（308ページ）をさしている。  

7）地域技術の育成と移転にとって「産業基盤」整備の必要性が説かれることが多いが，真   
に必要なのは両面をふくんだ産業基盤である，と仮説的に述べることができる。とくに行   
政機関などは両面においてカギをにぎっていることになる。   
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図表4 組織間関係分析の枠組（山口）  

「■‾‾－‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾l‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾ 「   

握している。つぎの3つがその主な変数である（Evan，1972）。   

（1）組織セットの規模   

（2）組戯の多様性   

（3）ネットワ・－クの型   

組織セットの規模は，特定焦点組織にとって組織セットを構成する組織の数  

のことである。組織の多様性は，同じく組織セットを構成する組織の種類数で  

測定される（たとえば，企業・行政機関・大学・住民団体……といった種煩）。  

ネットワークの型とは，焦点組織がインプット組織セットおよびアウトプット  

組戯セットを構成する各組戯と結ぶ相互作用の全体を類型化したものである。  

集団内コミュニケー・ション・ネットワークについての実験的研究を報告した文  

献8〉にもとづいて，4つの型が識別されている。①ダイアド②専輪型③オール・  

チャネル型④鎖型，である。   

独立変数としては以上のはかにつぎのようなものもあげられている（Evan，  

1965）。  

8）われわれが手にすることのできる文献としては，たとえばリl－ビットのもの（Leavitt，  
1951）がある。   
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（4）比較準拠組織か規範的準拠組織か9〉   

（5）インプット組織からの資源の集中度   

（6）メンバーシップの重複度   

（7）目標および価値観の重複度   

（8）境界担当者10）－その数・能力・組織内地位・組織忠誠心   

他方，従属変数群としてエヴァンはつぎのような変数をあげている（Evan，  

1965）。   

（1）焦点組織の内部組織構造   

（2）焦点組織の自律的意思決定度   

（3）焦点組織の効率ないし目標達成度   

（4）焦点組織のアイデソティテイ（たとえば内外の人のもつ企業イメージ）   

（5）焦点組織から組戯セットの構成組織への情報のフロ、－・，またはその道   

（6）焦点組織から組織セットの構成組戯への人員のフロー，またはその道   

（7）焦点組織をして組織セットの構成組織との競争・協力・同調・合併な  

どへ向かわしめる力   

以上がェヴァンのあげる独立変数群と従属変数群である。これを用いてエ  

ヴァンほいくつかの仮説例を展開している。たとえば，独立変数（8）と従属変数  

（3）を組合わせた仮説，従属変数（2）といくつかの独立変数を組合わせた仮説，な  

どである（Evan，1965）。われわれも後に仮説を展開するが，エヴァソのあげる  

変数のなかで興味をもっているのほ，独立変数（2）（3）と従属変数（3）（5）（6）（7）である。   

ところで，資源依存アブp・→チをとる暑からみると，環境（細腰セット）や  

組．織間関係は焦点組織にとって所与でほない。変革と選択が可能である。その  

9）焦点組織がその組織セットのなかの単一Lまたは複数の組織を比較の対象にLている   

か，それとも規範としているか，ということである。  

10）境界担当老（boundarypersonnel）とは焦点組織の「渉外係」のことである。その数・   
能力・組織内地位・組織忠誠心ほ，組織効率（目標達成度）を規定するものとして，組織   
セット・モデ／レでは重視されている（cfEvan，1965；1972）。具体的に誰が境界担当者か   

は，目的によって，購売係であったり，営業係であったり，トップ・マネジメソぃであっ   

たりする。ちなみに筆者はこれを応用したつぎのような作業仮説をもっている。すなわ   
ち，地方自治体組織において「企業誘致係」の数が多く，能力（教育水準）・組織内地位・   
組織忠誠心が高いほど，その自治体ほ企業誘致に成功する，という仮説である。   
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変革のための戦略にもさまざまのものがある。いずれの戦略をとるかもまた独  

立変数として組織有効性などの従属変数を規定すると考えられる。   

プェフ171－＝サランチック（Pfeffer＆Salancik，1978）は一前にものべ  

たように，イクスプリシットに資源依存アプローチをとるのであるが一俵存  

関係への対処のしかたによって，3つの戦略類型を区別している11〉（cfいKotter，  

1979；Deseler，1980，ppAO3－05；山倉，1981年）。   

（1）依存関係を吸収あるいほ回避する自律戦略一合併・垂直的統合・多  

角化・成長などの戦略   

（2）依存関係を維持しながら良好な関係にもっていこうとする協調戦略  

－コオ■プテー・ショソ（外部からの役員の受入れなど）・合弁会社．設立・  

業界団体形成・各種提携などの戦略   

（3）政治力を使って依存相手を牽制する政治戦略一法規制依存・各種政  

治活動などの戦略   

これらのさまざまの戦略一類型ではない－はさきにのべた4つの資源レ  

ベルでも類型化できるのではないか，とわれわれは考えている。複数のレベル  

にまたがると考えられるものも多いが，焦点組織を企業とするばあい，いちお  

うつぎのように分けることができるのではないだろうか。   

（1）「モノ」レベルの戦略一合併・垂直的統合・多角化およびその他の「機  

能的統合」（Metcalfe，1976）の戦略   

（2）「カネ」レベルの戦略一合併会社設立・子会社関係会社設立およびそ  

の他の資本資金授受の戦略   

（3）「ヒト」レベルの戦略－コオブラー・ションおよびその他の役員従業員  

出向派遣授受の戦略   

（4）「情報」レベルの戦略一各種提携の戦略および政治戦略   

以上，2種の戦略類型論をもとにさまざまの戦略についてのべてきたが，焦  

11）ほかにも戦略類型論はある。①協調②コンフリクト③競争⑥合併といったもの（Akin－   
bode＆Clark，1976）や（む競争戦略②協調戦略－（i）協約ないし交渉（ii）コオブラーショ   
ソ6ii）連合－といったもの（Thompson＆McEwen，1958）である。われわれがブェ   

ファー＝サランチックのものを採用したのは，それが包括的であること，後述の「理論」   

形成のさい有用であること，による。   
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点企業がこれらのうらいずれの戦略類型を用いるか，あるいはどれだけ多様に  

用いるか，を変数にすることができるだろう。それはェヴァソが示唆している  

ように従属変数として用いることができるかもしれない（ェヴァソの従属変数  

（7）を参照のこと）。また，焦点企業の組織効率や人員・情報のフローを規定する  

独立変数としても，用いることができるのではないか，とわれわれは考えてい  

る。   

いかなる変数が識別されるかは，いかなる測定・分析技法をもっているかに  

も依存している。測定・分析技法に関して・エヴァソは，（∋「グラフ理論」と②  

産業連関論で開発された「投入産出分析」が適用可能であろう，12）とのべている  

（Evan，1965）。エヴァソによれば，ネットワ、－・クの型という変数の識別はグラ  

フ理論の応用だという。また，焦点組織の意思決定自律度の推定にも応用でき  

るだろうという。われわれもまた，のちにケース・スタディでグラフ理論の初  

歩的な応用を試みてみたいと思っている。ヒト・モノ・カネ・情報のフロー  

と方向を有向・無向の辺で表現するのである。   

投入産出分析は生産額（ときに生産量）という経済的変数があったから産業  

連関論を可能にしたのであろう（宮沢，1975年，参照）。これを，ヒト・情報と  

いった非経済的変数に応用できないか，というのが・エヴァンの示唆するところ  

である。われわれはこの技法を新たな変数の識別と調査票の設計に応用しよう  

としている。   

われわれは「組戯間関係の多様性」という新たな変数を創出しようとしてい  

る。この変数ほエヴァンのいう「組織の多様性」（組織セットを構成する組織種  

類の多様性）とプェフア、－らによって示唆された「戦略の多様性」をマトリッ  

クスにして，投入産出の多少を把握するものである。そこでは戦略はモノ・カ  

ネ・ヒト・情報のインプットおよびアウトプット（以下Ⅰ／0と略称する）に翻  

訳される。つまりこの変数は，どのくらいの種炉の組織とどのくらいのⅠ／0関  

係をもっているかを示すものである。Ⅰ／0の畳でなくⅠ／0関係の有無だけを  

12）グラフ理論と投入産出分析に関する文献としては，か－トライトのもの（Cartwright，   

1959）と宮沢（1980年）のものを参照した。   
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問題にしていることが注意されなければならない。   

投入産出分析の技法は「ネットワークの型」を明らかにするのにも応用可儲  

であろう。エヴァソがこれを変数として識別したのは，いわばグラフ理論の応  

用によるものであった。ここでほ投入産出分析の技法によって，それを変数と  

して識別しようというのである。その変数をわれわれほェヴァソのものと区別  

するため，「組醜聞関係の／くタ・－ソ」とよんでおきたい。これは上述のマトリッ  

クスから識別される。たとえば，特定焦点企業は特定種類の組戯とⅠ／0関係が  

多いとか，特定レベルのⅠ／0関係が多いとか，である。   

最後に，「情報のフロ㍉－」「人員のフロ、－・」という変数－・エヴァソの従属変  

数（5）（6）－を参考に．して「組織セットから焦点企業への技術移転ポテンシャル」  

という変数を創出しておきたい。  

「技術」の一腰的定義は多様であるが，そのひとつとして，たとえばつぎのも  

のがある。「技術とは，ものを加エもしくは処理するための方法の総称」（小川，  

1981年）というものである。それは2種に分けることができる。①客観的知識  

体系となった技術つまり工学技術，②なお人のなかにあって容易に客観化され  

ない技術つまり技能，の2種である。この一・般的定義にしたがえ．ば，技術移転  

に操作的定義を与えることも比較的容易にみえてくる。エヴァンの従属変数（5）  

（6）をそのままインディケ、一夕として用いることができるとみえるからである。  

なぜなら，工学技術ほ情報として移転されるものであり，技能は人に体化して  

いるものであるからである。では，なぜ技術移転でなく，「技術移転ポテンシャ  

ル」にするのか。   

技術の－・般的定義として，つぎのようなものもある。システムを「インプッ  

ト一変換プロセスーアウトプット」でとらえるとき，「変換プロセス」が技  

術にはかならない，とするものである（倉林，1982年，5ペ、－ジ）。これによれ  

ば，前掲図表2（吉原，1973年）にある「変換プロセスの要素」は「技術の要  

素」といえることになる。   

このような技術の一・般的定義から技術移転の操作約定義が可能であろうか。  

図表2の「P－2 技術」を工学技術を意味するものとみなそう。それとノ、－  

／、ウ・マン／くワ・－・情報・マネジメソトの移転は，前述のことと同様にして，   
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エヴァソの従業変数（5）（6）をインディケ・一夕として用いることができるかもしれ  

ない。でほ，「P－1 設備」はどうか。それをモノのフローで測定しようとす  

ると，それは技術移転を測定しているというよりも，技術と区別したほずのⅠ／  

0を測定していることが明らかになるだろう。図表2の「変換プロセスの要素」  

を技術を構成する要素とみるのほよいだろう。しかし，そのⅠ／0ほ日常的な  

Ⅰ／0と区別されるべきであろう。日常的な技術力アップの努力によって蓄積さ  

れているものを，われわれは「技術移転ポテンシャル」という概念でとらえた  

いのである。   

以上のような変数の議論をふまえて，われわれほ調査研究用の理論的仮説  

一後述の作業仮説と区牒リサる－を設定しておきたい。  

仮説1、焦点企業にとって組織間関係が多様であるほど，焦点企業の組織  

効率ないし目標達成度は高い。  

仮説2．焦点企業の組．織効率ないし目標達成度は，その企業の組織間関係  

／くターンの関数である。  

仮説3，組織セットから焦点企業への技術移転ポテンシャルは，その企業  

の組織間関係パターンの関数である。  

6．．組織間関係の「理論」をめざして  

自然の属性間の関係を述べ，そして検証することは科学の成立要件であ  

るが，科学の唯一・の達成目標でほない。……社会科学で「理論」という言  

葉ほどよく使用される「大きな」言葉はない。にもかかわらず，理論とは  

何かと学生に，さらに重要なことは自分自身に問うことが何と少ないこと  

であろうか。ある現象の理論とはその現象の説明であり，したがって，説  

明でないものほ何ら理論の名に催しないのである。  

……ある発見結果の説明とほ，その発見結果が特殊な所与条件のもとで   

ひとつあるいはそれ以上の一腰命題から論理的帰結として，演締結果とし  

て引き出されるということを示す過程である。（ホ、－マンズ，橋本訳，1981  

年，25－26ページ）   

このようなホ、－マソズの見解に依拠しながら，ネガソディ（Negandhi，1975）   
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は，組織間関係論はいまだ「理論」に達していない，というよ3）したがって，わ  

れわれがさきに設定した仮説が調査結果にてらして検証されたとしても，理論  

が形成されたとはいえ．ないことになる。その因果関係がなぜ成り立つのか，に  

ついての説明がなければならない。いいかえれば，説明のための一・般命題がな  

ければならない。われわれはその説明14）を「情報プロセシソグ・／くラダイム」  

（加護野，1980年）に依拠して試みてみたい。  

「情報プロセシソグ・／iラダイム」ほガルブレイス（Galbraith，1973；1977）  

らに起源をもった接近法で，加護野（1980年）によって命名されたものである。  

さらにその源流をさかのばれば，サイモソ（e，g．Simon，1960）の意思決定論が  

ある。コンティソジェソシー理論が環境不確実性の概念を分析枠組に導入する  

ことた，われわれほ批判的であった。しかし説明のため，つまり理論構築のた  

めには，この概念は有用である。不確実性を減少させるものが情報である，と  

通信理論でほされているという（加琴野，1980年，86ペ・一ジ）。ガルブレイス  

ほ，必要な情報と保有する情報と差を不確実性とよび，それを低いコストで処  

理するはど組．織は効率を高めるとのべている。   

この「パラダイム」によれば，つぎのような一・般命題が設定可能であろう。  

命題1い 紐戯は情報プロセシソグ・システムである。   

命題2い 組織は直面する不確実性を低いコストで処理するほど，その効率  

を高める。   

このような組織観ほ「資源依存アプローチ」をとるプェファ1－らももってい  

る（cf“Pfeffer・＆Salamick，1978，p．13）。プェフア、－（Pfeffer，1976）による  

と，企業組織は2種の不確実性に直面しているという。①競争者行動の予測不  

可僅からくる不確実性，および②供給業者・顧客・行政機関などとの非競争的  

依存関係からくる不確実性，である。これらの不確実性に対処するための戦略  

については本稿でもすでにみたところである。ここで言いたいことは，たとえ  

13）ただし，ネガソディが引用しているホーマソズの論文は，われわれが引用したものとは   

別のものである。  
14）さきの仮説はまだ「発見結果」でないから，正確には説明（explanation）ではなく，   

その仮説を予見（prediction）するための一・般命題を求めているというべきか もしれない。   
予見を現実にてらすことが検証である。   
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ばっぎのように，それぞれの戦略が不確実性吸収力とコストを異にする，とい  

うこと∵ごある。合併などの依存関係吸収戦略は完全な吸収力をもっているが，  

コストもまた最大である。経済的コストばかりでほない，合併される側にとっ  

ては自律性の喪失という非経済的コストもともなう。それにくらべると，合弁  

会社設立・兼任役員配置などの戦略は，不確実性吸収力もコストもほどはどで  

ある。   

ところで，上の－・般命題は情報のⅠ／0現象だけでなく，ヒト・モノ・カネの  

Ⅰ／0現象の説明にもつかえるのだろうか。つまり，4つの資源からなるという  

資源依存アブp・－・チと情報プロセシソグ・パラダイムとほ矛盾なく結合可儲な  

のであろうか。   

ここで再び「とくに情報的資源を重視する」という青原ら（1981年）の経営  

資源アブロ㍉－チからヒントをえたい。かれらが他の資源とくらべで情報的資源  

を重視するのは，①それが企業に個性を与え，②市場調達困難で，③ダイナミッ  

クな性格をもっている（青原ら，1981年，25ページ）からである。われわれが  

重視したいのは，ヒト・モノ・カネのⅠ／0現象も情報のⅠ／0で統一・的に把捉  

できるのではないか，と考えるからである。   

ヒトが情報のにない手であることはよく指摘されるところである。役員を他  

社から迎えると，その人から他社についての情報が得られる，ということだけ  

をさしているのではない。役員を他社に派遣することによって情報が得られる  

場合もあろう。また，労働力としての人的資源のインプットだっで情報のイン  

プットとみることができる。ただし，この場合は労働者に体化され蓄積されて  

おり，他人に「情報」として伝達不可能な技能も情報とみなければならない。   

カネのⅠ／0もまた情報のⅠ／0をともなう。他社へ出資することは他社を監  

視することによって情報のインプットがあるだろう。他社から融資を受けると  

きも経営についての助言という情報がインプットされるだろう。   

モノのⅠ／0が情報のⅠ／0をともなうことは意外に軽視されているのでは  

なかろうか。製品版売つまりモノのアウトプットは販売先からのフィードバッ  

ク情報という重要な資源のインプットをともなう。公害という企業組織にとっ  

て「意図せざる」アウトプットも住民団体から苦情という情報資源になって   
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フィードバックされることがある。モノもまた情報のにない手である。トヨタ  

自動車が1935年第1号車を製造するにさきだって，シボレーを解体スケッチし  

て，エンジン機構を学んだという故事は，そのことを示している。   

かくしてわれわれほ図表5のような「資源の氷山」を措くことができる。従  

来，企業にとっての資源という氷山はモノという劇角のみが注目されることが  

多かったのではないだろうか。それからカネ，つぎがヒト。情報的資源も最近  

になって重視されるようになったが，フイ、－ドバック情報などはまだ「情報」  

として意識されることが少ないのではないかと思われる三5）   

技術についても情報プロセシソグ・パラダイムの立場から定義できないだろ  

うか。いちおう，つぎのような－・般命題にしておきたい。くりかえしになるが，  

情報にはヒト・モノに体化されているものも含む。いいかえれば，「情報」とし  

図表5 資源の氷山（山口）  

情報不確実性小  
コ ス ト 大  

情報不確実性大  
コ ス ト 小  

15）『日経ビジネス』1982年12月27日号は，「新『情報資本論』一見えざる経営資源が   

決める企業間格差－」を特集している。  
日産自動車には，政治家・ジャーナリストなどが，海外から年間3，000人も工場見学な   

どで訪れる。同社では，「外国から情報を持って，お客がやってくる」という考えで，つ   
まり情報源になることが情報収集につながるという考えで，海外部のスタッフがそれぞ   

れに応待して意見交換し，－・次情報を得ている。  
これは同誌（48ページ）にのっているひとつの事例である。モノだけでなく情報のア   

ウトプットもまた，その気になればフィードバック情報のイソプットをもたらす，という   

ことを示しているn   
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て客観化されて伝達されるものだけが情報ではない。  

命題3．技術とほ組織が蓄積した特定のことがらの処理方法についての  

情報である。   

さて，われわれはここで，上記のような3つの－・般命題を用いて，前項での  

べた3つの理論的仮説がなぜ成りたつのかについての説明を試みたい。   

仮説1の説明。組織セットを構成する多種の組織と，Ⅰ／0のいかんにかかわ  

らず4つの資源レベルで多様な組織間関係を焦点企業がもつことは，フイ、－・ド  

バック情報をふくめて不確実性処理のための情報のインプットをもたらす。そ  

れはヒト・モノ・カネのレベルのコストを相殺することによって焦点企業の組  

織効率をもたらす。   

仮説2の説明。特定の組織間関係／くターンが焦点企業の組．織効率をもたらす  

のほ，それが相対的にコストを要することなく不確実性を処理できる／くターン  

だからである。   

仮説3の説明。焦点企業は特定の組織間関係／くターンを通じて組織セットの  

構成細腰に特定のことがらの処理方法についての情報を蓄横させる。その情報  

は逆に焦点企業への移転ポテンシャルももっている。  

ⅠⅠⅠ地域技術育成移転の課題と作業仮説の形成  

1．地域技術育成移転の課題  

たとえば四国地域を例にとってみよう。四国における昭和54年の工業出荷額  

の構成を，図表6（四国通産局，1982年）のように基礎素材型・加工組立  

型・生活関連型に工業を大別してみると，基礎素材型は38り2％（全国33り3％），  

加工組立型は18い9％（全国33．0％），生活関連型は42．9％（全国33。．7％）となっ  

ており，全国にくらべ加工組立型のウェイトが小さい。なかでも電気機械のウェ  

イトが小さい（四国4．．8％；全国10．4％）。逆にウェイトが大きい基礎素材型・  

生活関連型のなかでも高いものに，化学（四国11．8％；全国8ハ2％）や食料品  

（四国12小1％；全国10い6％）がある。   

さらに，加工組立型工業を構成する一「般機械や輸送機械について，それぞれ   
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国表6 エ案出荷額の業種別構成比（昭和54年）  

全  国  四  国  

（注） 50年価格による。  

（資料）通商産業省「工業紙討表」、日本銀行「物価指数年報」  

出所）四国通産局，1982年，図ト2－8   

の業種内構造を昭和50年生産額でみてみると，いくつかの特色が明らかになる  

（四国通産局，1981年）。一腰機械では，農業機械が31り7％，運搬校械が20・・7％  

と高いのが特徴的である（図表7参照）。また，輸送機械で特徴的なのは，全国  

では自動車が54小8％と大半を占めるのに対し，四国では造船が62い9％（全国  

12．4％）を占めていることである。   
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国表7 生産額による業種内構造（昭和50年）   

四 国  一・般 機 械  全 国  

ノダβ2  －3J4－  

出所）四国通産局，1981年，参考資料6－5  

要するに，四国地域の工業構造は全国のそれとくらべると，電気機械や一腰  

機械（農業機械を除く）などの加工組立型工業のウェイトが小さく，逆に化学・  

食料品・農業機械・造船などの業種のウェイトが大きい，ということを特徴と  

している。しかも後者の諸業種ほいずれも低迷傾向に・ある。   

ここで前節で設計した分析枠組にそって，農業機械を除く一腰機械－たと  

えば工作機械・産業用ロボットーおよび電気機械器具の製造業を営む企業を  

焦点企業として把握してみよう三6）焦点企業の組織効率を規定する要因は何  

か，ということはわれわれにとって興味ある課題である。この課題は地域技術  

育成の課題とよんでさしつかえない だろう。また，組織セットから焦点企業へ  

の技術移転ポテンシャルをみきわめることもわれわれは課題にしている。もし，  

組織セットを構成する組戯のなかに，化学・食料品・農業機械・造船などの業  

種の企業が含まれるようなことがあれば，この課題はなおいっそう興味ぶかい  

ものになるだろう。この課題こそわれわれにとっての地域技術移転の課題に・は  

16）工作機械（産業用ロボットを含む）と電気機械の各工業の「四国地方における立地に関   

するフィージビリティの調査研究」は，昭和57年度四国地方機械工業振興調査研究委貝会   

に与えられた研究テーマである。   
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かならない。  

2．ケース・スタディ  

われわれほ「ヒアリング調査」の機会を与えられたJ7）筆者が昭和57年度に調  

査できた企業は図表8のとおりである。業種としては，工作機械・産業用ロボッ  

ト・電気磯械器具の各メーか－と機械商社がふくまれている。また，われわれ  

は「メカトロ・ショウ」（大阪，同年8月）や「エ作機械国際見本市」（大阪，  

同年10月）を見学し，数社．の人をインタビュ、－する機会をえた。また，「四国  

地方科学技術振興会議」（高知，同年10月）に出席する機会も与えられた。  

図表8 昭和57年度ヒアリング調査企業一覧  

社 名  本社 所在地  主な製品  上場規模  資本金 （億円）  従業員 （人）  訪 問 地  訪問 月 日   

A 社  愛 知  NC工作機械  叫部上場  59一3  1，650  本 社  823   

B 社  愛 知  NC工作機械  未上場  200  1，200  本 社  823   

C 社  愛 知  工作機械 プ レ ス  ¶部上場  293   704  本 社  825   

D 社  高 知  中〈いりフライス盤  未上場  03   80  本 社  108   
E 社  高 知  普 通 旋 盤  未 上場  011   53  本 社  108   
F 社  愛 知  専用工作機械  ニ郡上場  104   647  本 社   824   

ベアリング加エ  
G 社  徳 島   専用工作機械  未 上場  035  100  本 社  1022   

H 社  大 阪  変 圧 器 産業用ロボット  ー部上場  43．0  1，700  本 社   89   

Ⅰ 社  香 川  変  圧  器  未上場  32   450  本 社  84   
J 社  徳 島  電圧調整機  未 上場  0ノノ5   140  本 社  1022   

K 社  愛 媛  自動車用電球  未 上場  095  537  本 社  123   

L 社  愛 媛  工業用タイマ  未上場  05   116  本 社  1217   

M 社  香J】1  計 測 機 器  未上場  12   412  本 社   84   

N 社  東 京  電 算＝則 走器  未上場  0一3  338  エ場（愛媛）  12√16   
0 社  愛 媛  制  御  盤  未 上場  03   66  工場（愛媛）  123   

P 社  大 阪  機 械 商 社  州都上場  409  1，094  本 社  1028   

17）四国通商産業局・通商産業調査会四国支局のバックアップと各該当企業のご好意によ   
るものである。   

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



－3J6－  香川大学経済学部 研究年報 22  ノ夕β2   

ここでは主として「ヒアリング調査」をすることができた企業をケースとし  

て，いくつかの定性的分析をしておきたい。分析課題ほ，①分析枠組の有効性  

②細腰間関係バク、－ソと組織効率との因果関係についての仮説③いくつかの技  

術移転ポテンシャルに関する仮説を，定性的データで検討することである。い  

ずれも前節で文献サーベイを通して設計・形成したものをケ、－スにてらしてみ  

る試みである。   

1）分析枠組の有効性－K社のケース   

前節で最終的にできあがった分析枠組は図表4に示してある。K社のケ・－ス  

をこれにあてほめてみよう。いいかえれば，K社を焦点企業にするのである。  

問題ほ，われわれがⅠ／0を機能的レベルないしモノのレベルに限定しなかっ  

たことである。これに従えば，1社に．つき4種の図を描くことになる。が，こ  

こでほモノのレベルのⅠ／0関係・分担関係のみを図示し，それをもとにカネ・  

ヒト・情報の各レベルのⅠ／0を叙述し，これを補足したい。   

図表9はK社を焦点企業として，各組俄セットを構成する代表的組戯を例示  

図表9 K社の組織間関係（「モノ」のレベルのみ）  

イ ン プ ソ ㌻  
組 織 セ ント  

アウ ｝ プソ ｝  
組織 セ ′ト   焦点企業  

調整機関 セ ′†  

陸   運   業  者  
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したものである。Ⅰ／0関係ほモノのレベルないし磯能的レベルの関係に限定し  

てある。   

K社の所在地にもともとZ社の分工場があったという前歴はあるが，K社自  

体ほ電力会社その他の地元の出資で昭和25年に設立されている。昭和42年，  

Z社系列下にあった某社を吸収し，大阪工場としたころから，Z社との以下に  

のべるような関係ができ現在に至っている。それと同時に自動車用電球メー  

か－としての地位も築かれていった。K社の主な製品は自動車用電球（売上高  

構成比57％）と音響機器・複写機などの表示用小型電球（同24％）である。  

前者は「自動車用シ・－ルド・ランプ」でなく「その他の自動車用電球」であり，  

小型のものであるから，表示用小型電球と技術的関連性をもっていると考えら  

れる。なお，大阪工場では，上記2製品とは別種の電球を製造しているが，こ  

れは図表では省略してある。   

小型電球製造という事業を営むために必要な資材・設備をK社牒Ⅴ・W・Ⅹ・  

Yの各社などから仕入れている。その製品のうちとくに自動車用電球のほとん  

どすべてはZ社に納入され，そこから自動車メーか－各社などに販売されてい  

るという。K社の「下請」としては図表示のような各社が主として愛媛県下で  

「ロジスティック・プロセス」を分担している。また資材・製品の輸送手段と  

してほ，物が小型であるので，トラックが主で，緊急の場合には空輸によるこ  

ともあるという。これらを図示したのが図表9である。これをモノ以外のレベ  

ルのⅠ／0関係で補足してみよう。   

まず資本面でK社．はZ社から30％の出資を受けている。したがってK社償Z  

社の「関連会社」である。他方，Q・Uの各社へはそれぞれ51％以上の出資を  

しているというから，両社成K社の「子会社」である。また，人事面ではK社  

の役員6名のうち半数をZ社から迎え，両社のあいだには従業員の相互派遣出  

向関係という人事交流もあるという。したがって，情報面でも，人に体化され  

た情報やフィードバック情報がZ社からK故にインプットされていると考えら  

れる。   

ところで，図表9のインプット組織セットを構成する各社もまた，じつはZ  

社の「関係会社」である。したがって，K・Ⅴ・W・Ⅹ・Y・Zの各社は「Z   
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図表10組織間関係と企業集団  
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グループ」を形成していることになる。同様にして，「Kグループ」もある。こ  

れらは図表9でほ表わしにくい。「グラフ理論」の初歩的応用によって図示しな  

おせば，図表10のようになるであろう。   

こうみてくると，K社は事実上Z社の分工場にすぎないのであって，独立の  

経営体ないしマネジメント主体，つまり自律的意思決定単位とはいえない，と  

思われるかもしれない。しかし，前節でのべた「資源依存アブロ、－チ」によれ  

ば，自己完結的組織などありえない。他社から出資や役員派遣をうけることは，  

資源確保のための代表的戦略である。たしかに，それは自律性の犠牲をふくめ  

てコストを要する。問題はそれ以上の不確実性を処理するかどうかであろう。  

K社は，①小型白熱ランプに製品を特化すること，②「1億個のうち4個不良  

品があったら取引しない」というきびしい取引条件にたえられるような不確実  

性処理方法つまり技術を身につけること，によってそれを実現している。とく  

に技術に関しては，その要素のひとつである設備機械をK社は主としてY社か  

ら購入しているが（図表9参照），特化した製品を製造するためには「よそから  

買った機械をそのまま使うことはまずない」（K社磯貝）というほどの工夫を「機  

械工作部」（23名）で加え，外販できるはどの水準にあるという。これは自律化  

にはかならないし，それを基礎にしてやがて取引面での自律化の可能性ももた  

らす。現に表示用小型電球についてはZ社せとおさず，「セー・ルス・エンジニア」  

によるユ・－ザーヘの直接売込みもしているという。   
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以上われわれほK社．をケースとしてとりあげ，分析枠組の有効性をみようと  

してきた。図表4に示されるような「枠組」は，まず出発台として特定資源レ  

ベル（たとえば物的資源レベル）に限定して，そのⅠ／0関係を図示し，それを  

他の資源レベルのⅠ／0関係で補足する，という形で使うには有効であるとい  

えよう。しかし，多元的なⅠ／0関係を同時に示すのは困難である。また組織  

セット・モデルを基礎としているため，ネットワークの型やグループの存在を  

示すのにほ限界がある。後の定量的分析（アンケ・－・ト調査結果の分析）には工  

夫を要するところである。  

2二）組織間関係の′くターンと焦点企業の組織効率   

前節で設定した3つの仮説のうち第1仮説の検証には定量的分析がむいてい  

ると思われる。また，この仮説ほ作業仮説としてもそのまま使える可能性も高  

い。残された課題は，組戯セットを構成する組織の種炉をどうカテゴリ、－化す  

るかだけである。この問題は調査票の設計にさいして解決しよう。   

ところが第2仮説は－＼見して定性的分析がむいているようにみえる。また，  

作業仮説もできていない。そこでここでは，ケース・スタディという定性的分  

析を通じて企業組織にとって有効な組織間関係バク・－ソを見いだし，定量的分析  

に．たえられるような作業仮説の発見に努めたい。組戯効率についてもどちらか  

といえば質的インディケ、一夕であるイノべ、－・ショソ達成度を用いたい。  

（刀 J社のケ、－ス  

J社（徳島）は，徳島県人が東京に設立したのが起源だが，戦時中の疎開を  

機会に，徳島県下で電圧調整幾を主力製品とした操業を開始し現在に至ってい  

る。10年前ごろからは空調などの制御盤もその製品ラインに加えている。そし  

て最近，その制御盤の応用製品として「省エネ・インバ1－・タ」を開発製造販売  

した。これは「静かなインバータ」として好評で，同社の売上高伸び率にも貢  

献しているという。徳島県の郡部に主力工場をおく同社で，なぜ「省エネ・イ  

ンバ、一 夕」の開発というイノべ、－シ′ヨ：／が達成されたのであろうか。多くの要  

因が寄与しているだろう。が，つぎのような同社．の特徴が寄与しているという  

ことを仮説としてなら，おくことも許されるだろう。   

同社には同名の会社が東京と大阪にもある。徳島本社・大阪本社・東京本社   

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



香川大学経済学部 研究年報 22  Jクβ2  ー320－  

とよばれることもある。だが，3社．は「全くの別法人」であるという。資本関  

係も役員派遣関係も「ない」（同社ユ場長）ともいう。ところが，3社間の通信  

手段である「ファックスほいの－・番」（同上）に導入している。これをとおして東  

京・大阪からの必要な製品市場情報を即時的に入手しているというのである三8）  

これが同インバータを技術開発に終わらせず，営業利益に結びつけた秘密の－ 

端であろう。   

打）M社のケ・－ス   

M社ほ電力量計の修理・調整を主たる事業目的として地元電力会社の出資（現  

在出資率約80％）で戦後に設立されている。現在の役員も9割方同電力会社の  

出身老で占められている。では，M社は同電力会社の「ロジスティック・プロ  

セス分担企業」にすぎないかといえば，そうではない。昭和40年代に・はいると，  

大手電機会社激社の計測機器のサービス代行業務を手がけている。その後も発  

電所などの計装工事を事業内容に加えたはか，現在は計測制御機器を自社開発  

し製造している。とくに計測制御枚器の製造ほ，同社の売上高の「50％を将来  

占めるようになるだろう」（同社役員）といわれている。それは同社の売上高と  

利益に貢献しているばかりでなく，修理・サービスから開発製造へという自律  

化の道をたどっていることでもあろう。では，この制御機器の開発製造という  

イノべ・－ショソを可儲ならしめたのは何であろうか。同社の特徴としてつぎの  

ようなことがらが観察され聴きとれる。   

同社は「技術こそ会社の資本」を経営理念とし，従業員の8割が技術者で，  

年間売上高の「4％強を技術研究・開発費にあてている」という。特徴あるの  

はその方法で，「設備投資よりも教育投資」（同社腐員）をモットー・とし，従業  

員を大手電磯会社名社濫派遣し，技術習得と情報収集にあたらせていることで  

ある。それにあたるのは主として20歳台の若年層であり，従業員約400名中50  

名にも及び，2～5年の長期にわたるという。これに「短期の者も含めると，  

100名がそとの仕事をしていることになる」（同上）というのである。  

18）いうまでもないことかもしれないが，通信システムという／＼－ドゥェア導入の事実で   

なく，導入の必要性を感じる社長の感覚とそれを通じて得た情報のことを指摘している   
つもりである。   
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（勇 H社のケース   

H社ほ戦前から変圧器（大正8年生産開始）と電気溶接機（昭和9年生産開  

始）とを製品の2本柱とする重電専門メーカーである。最近になって同社には  

第3の柱ができつつある。ロボット元年といわれる昭和55年にティーチングプ  

レイバック式のア・－ク溶接ロボットを発売し，産業用ロボット業界に参入した  

のである。送配電など電力流通部門への投資の伸び悩みから変圧器同業他社が  

低迷傾向をみせるなかにあって，H社だけは収益を着実にのばしている。それ  

を支えているのが溶接ロボットの成長で，10億，27億，37億と，年々その売上  

額を伸ばしている。同社の溶接枚製造工場内にはPポット専用工場も建設し，  

変圧器部門で発生した余剰人員も吸収しているという。でほ，この溶接ロボッ  

トの開発製造販売というイノべ・－ショソを可能ならしめたのは何であろうか。   

同社の第1の特徴として，技術的関連分野への多角化戦略をとったこ．とがあ  

げられる。技術的にほ「溶接機も変圧器の－・種である」（同社社長室課長）とい  

うから，溶接機への進出は戦略ではなく必然とみられるかもしれないが，全国  

にいくつかある変圧器メ、－カーのなかにあって特異なのは，戦略があったこと  

を示しているだろう。この戦略のゆえに，第2の特徴として，同社にとっての  

ユ1－ザーがあげられるだろう。同業種の企業にと、つての有力なユーザ¶・・・・ほいう  

までもなく電力会社である。H社㌣ことっても6割の売上高を占める電力機器（あ  

との4割は溶接機器）の6割が同地域の電力会社へ直接納入されているという  

（なお，H故にとって同電力会社の出資比率は7％）。しかし，もう－・方の有力  

なユ・－ザーとして造船会社がある。このニ・－ズを吸収しようとしたところが同  

社の特徴である。「造船会社をユ・－ザー としたことが当社に溶接技術を蓄積させ  

た」と，われわれのヒアリングに応じてくれた人（同社忍∵長室課長）ものべて  

いる。このことは溶接ロボット業界でも特徴となるのであるが，この点はのち  

にまたふれる。第3にシーズの育成にも特徴がある。日本溶接学会などへの出  

席によって新情報を吸収することほ特徴といえないにしても，大学との協力関  

係は特徴といえるだろう。とくに現会長ほ恩師が同地の国立大学工学部溶接学  

科にいることもあり，同会長はそこで講師もつとめたことがある人だという。  

こうして蓄積された溶接技術に，10年はど前の「トップの英断」（同上）による   
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マイコソ技術への注目と関係人材確保が，新結合されてイノべ、－ショソをもた  

らしたのである。  

（⇒ 組織間関係のパターンと焦点企業の組織効率に関する作業仮説   

以上われわれほ，焦点企業の組織効率とくにイノベーションをもたらす組織  

間関係の／くターンを発見するため，3つのケ・－スをみてきた。つぎの2つのこ  

とがその結論としていえるだろう。しかし，あくまでケース・スタディからの  

結論である。したがって，後の定量的な検証を必要とする具体的な仮説，つま  

り作業仮説でしかない。   

第1に資源レベルでみると，カネ・ヒトのレベルでのⅠ／0関係の有（M社の  

ケース）・無（J社．のケース）にかかわらず，情報レベルのⅠ／0関係が多いと  

いう組織間関係パターンが焦点企業に特徴と組織効率をもたらす。   

第2に組戯セットを構成する組織の種類でみると，学会・研究機閑などの非  

企業組織とのⅠ／0関係が多いという組織間関係／くタ1－ソが焦点企業に．特徴と 

組織効率をもたらす。  

3）組織間関係／くターンと技術移転ポテンシャル   

個別企業の経歴に注目すると，創業時から現在まで1つの事業分野を専業と  

しつづけているというのほ，むしろまれかもしれない。前にとりあげたケース  

をみても，J社が「電圧調整機→制御盤→省エネ・インバータ」，M社が「電  

力量計修理→計装工事－→計測制御機器製造」，H社が「変圧器一一→電気溶接  

機→溶接ロボット」，という技術的関連分野への転業と多角化をはたしてい  

る。いわば組．織内で技術移転を実現しているのである。－・定の技術移転パター  

ンを発見することのもつ政策的意義のひとつほH社のケ・－スが示唆している。  

人員（とくに技術者）の配置転換政策に示唆を与えるのである。   

M社のケ1－スにみられる「修理－→製造」の移転パターンには特に興味ぶかい  

ものがある。「電力量計の修理からはじまって，各種計測器の修理をやっていた  

が，修理するうちにいろいろな技術を習得し，自分で計測器を製造できるよう  

になった」と，同社役員のひとりはのべている。修理ができるためには，その  

機械器具のメカニズムについてじゅうぶん通じる必要があるからであろう。   

大手の工作枚械メ・－カーA社（愛知）で，四国地域における機械工業振興の   
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ための示唆としてつぎのようなことを得た。「磯械商社（地方販売店を含む）で  

アフターサービスをやっているところだったら，核になるのではないか」（同社  

営業部長付）という示唆である。育成振興ほ無からの出発では困難で，核にな  

るものが必要だが，何が核に．なりうるか，という質問への回答として得たもの  

である。「修理→製造」の移転バク・－ンのすすめ，ということができよう。もっ  

とも，機械商社P社（大阪）でのヒアリングでは，「地方版売店は東京・名古屋  

を別にして，エ作機械の販売に専門化しているわけではないので，それはむつ  

かしいのでほ」（P社営業推進部部長）という声も聞かれた。移転のパターンよ  

りも地方販売店で修理サ・－ビスをやっているか否かが論争点となっているとみ  

るべきだろう。  

「使用→製造」あるいは「使用→改善工夫→製造販売」の移転／くターン  

もある。エ作機械メーか一にはこの／〈タ、－ンをたどったものが多い。工作機械  

以外のものを製造するのに工作機械を購入使用しているうちに，その枚械にエ  

夫改善を加え，それが外販できるはどのものに．なる，という経緯せたどるので  

ある。   

G社（徳島）は，大手ベアリング・メーカー徳島工場の下請けとして，昭和  

35年に．設立され ベアリング旋削加工を担当している。当初は旋削加エをおこ  

なうのに中古の旋盤を使用していたという。粗悪製品が相つぐのが動機となり，  

昭和39年には高精度ベアリング製造専用の工作機械を自社製作するに至って  

いる。その後も改良をかさね，昭和44年にその市販が開始されている。「使用  

→製造」の移転パター・ソをたどったといえよう。   

移転を実現したわけではないが，同じパターンをたどって，まさに移転ポテ  

ンシャルを高めているのが，前にも別項でとりあげたK社である。K社は特化  

した小型電球を製造するのに必要な工作塊根をY社から購入し（図表9参照），  

使用している。しかし，それを「そのまま使うことはまずない」という。つま  

り，Y社から購入するのは依祇の「ドライビング部分」であり，細部ほ社内（主  

として「機械工作部」の設計による）で工夫して取りつけてから，使用してい  

るのである。そして今や「機械を売るのも代替案のひとつ」（K社常務）といえ  

る状態に達している。   
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以上，①「修理→製造」②「使用→製造」という2つの技術移転の／くター  

ンをみてきた。しかし，移転バク、－ソを発見することがわれわれの最終目的で  

ほない。われわれの課題は地域技術の移転ポテンシャルを推定することである。  

もっと具体的にいえば，化学・食料品・農業機械・造船などの組織セットから  

工作機械・産業用ロボット・電気機械器具の製造業を営む焦点企業への移転ポ  

テンシャルである。以下はこのポテンシャルをケースをとおしてみることにし  

よう。  

（乃 「農業機械→工作機械」の移転ポテンシャル   

高知県にD社とE社の2つの工作機械メ・－カーがある。両社はもとをたどれ  

ば，「農業機械→工作機械」の移転を実現したものといえるのである。高知県  

での米の二期作は農枚具メ・－カ・－を育てる基盤となっていたと考えられるが，  

E祖の創設者はその「農機具会社の下請をしていたが，ベルト式の旋盤を改良  

して工作機械メーカーとして独立した人」（E社ヒアリングにて）だという。E  

社の前身は昭和23年に設立されている。現D社社ソ長はこのE故に「バイクの  

ミッションを改良した変速機を納入していた人」（同上）である。D社は現在で  

も変速機をその製品ラインの－・部としている。   

工作機械メ、－か－B社（愛知）では四国との関係に関してつぎのようなコメ  

ントがヒアリングされている。「造船と工作校械とは関係がない。前者は鉄板の  

おりまげと溶接，後者ほ．鉄の切削と研削だから。農枚具や食品加工とならまだ  

可能性をもっている。」（B社総務課長）というコメントである。関係とは取引  

関係をいうのであろうが，「使用→製造」の移転／くターンがあることを考えあ  

わせると，可■能性とは移転ポテソシャルと推定できよう。   

打）「食料品→エ作機械」の移転ポテンシャル   

この移転がポテンシヤ′レとしてあることは上述のB社でのコメントに示酸さ  

れている。ほかに，この種の移転を実現したと思われる工作機械メーか－があ  

る。大手のA社である。A社の前身は佐賀県出身のA社初代社長が明治31年，  

名古屋㌢こ設立した「麺機商会」であり，製麺校械の製造販売をその事業内容と  

した。麺とはうどんのことである。もっともその後，煙草製造機・漁網磯をふ  

くめ「つくったことのない機械はない」（A社営業部長）といえるぐらい種々の   
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機械をつくってきた，というから食品加工機械メーか－からの移転という面影  

ほわれわれには観察できなかった。しかし，ひとつの移転ポテンシャルは示唆  

しているといえよう。  

（勇 「造船→電機」の移転ポテンシャル  

「造船とエ作機械とは関係がない」というコメントをくれたのはB社であっ  

た。しかし前にもケ、－スとしてとりあげたK社（愛媛，小型電球メーか－）で  

は，Y社から工作機械の「ドライピソグ部分」のみを購入し，細部については  

同社内の「機械工作部」で設計しなおすと．いう。そして，その加工組立を分担  

する下請業者に造船業界出身の人も多いというのである。「造船というのは総合  

住宅産業と同じで，いろいろの技術の持主が集まっている」（K社役員）からら  

しい。しかし，なんといっても特筆すべきは，H社のケ、－スでもみたように造  

船業界と電機業界，なかでも溶接機械・溶接ロボット業界との関係であろう。   

溶接は熱源を基準にするとガス溶接と電気溶接に大別される。そのうち電気  

溶接にも種々の原理方法がある（平凡社『世界大昔科事典』の「ようせつ」の  

項参照）。が，産業界でよく使用される方法は，①アーク溶接と，②電気抵抗溶  

接，なかでも点溶接（スポット溶接）とに，大別できるようである。スポット  

溶接は主として電気製品の外箱や自動車のボディ組立てなど薄板の溶接に用い  

られている。これに対してア、－ク溶接は船舶・橋梁・大型建設物フレームなど  

大型厚物構造物の溶接によく使われている。   

H社が得意とするのほアーク溶接機であり，アー・ク溶接ロボットである。そ  

の技術の育成が「造船会社をユ・・－ザ、－・としたこと」に由来することは前に書い  

た。この点でH祖は同業他社とくらべても特異性をもっている。同業他社には  

家庭電気機具メ・－か一系や自動車業界向けの溶接枚メーカーが多いからであ  

る。  

「造船会社をユ、－ザ一に」することは造船に従事する人々の個別具体的ニーズ  

に応じる努力を要求されることであろう。逆に，個別具体的ニ・－ズをだせると  

いうことは，多少とも溶接機のメカニズムに通じているということでもあろう。  

したがって，「造船→溶接枚（ロボットも含む）」の移転ポテンシャルがあると  

いうのである。   
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巨）「化学→電機」の移転ポテンシャル   

0社（愛媛）は，愛媛県下にある大手化学会社に工業計器を取付けるさい  

の設計と組込み作業を事業内容のひとつとしている。工業計器は北辰電機製  

作所・横河電機製作所などの電機メ・－か－の製品である。出張取付桝こは平均  

して10人で約1か月を要するという。0社点は計器の勉強に上記電機メ、－カー  

のひとつに出かけることもあるとも聞いている。   

上述のことからも，工業計器専門の電機メ、－カーが化学など／くイブを多用  

する製造プロセスをもつ会社を得意先とすることがうかがえる。ということは，  

化学会社にも使用する工業計器に通じている人が劇部はいる，と推測できる。  

現に0社ほ前述の大手化学会社から「仕様書」を受けとり，それに従って設計・  

組込みをおこなうのだという。「化学－→工業計器」つまり「化学一→電磯」  

の移転ポテンシャルが，「使用→製造」の移転／くターンから考えてみても，皆  

無とはいえないだろう。もっとも，工業計器メ、－カー自体が他の領域に移転  

をはかろうとしている，というのが今日の現実状況のようであるがよ9）   

㈹ 組織間関係／くターンと技術移転ポテンシャルに関する作業仮説   

以上われわれは，4種の技術移転についてケ－スをとおして，そのポテンシャ  

ルをみてきた。技術移転を4種に限定したのは，われわれが設定した四国地域  

における技術移転の課題のゆえである。焦点企業を工作機械・産業ロボット・  

電気機械器具の製造業を営む企業にするにしても，ほかにも考えてみるべき，  

あるいはより高いポテンシャルをもった技術移転の種類があるかもしれない。  

このポテンシャルの高低は－・般的に，どのようにして測定・推定したらよいで  

あろうか。これがつぎの問題である。   

われわれは技術移転ポテンシャルを直接的に測定する方法をもっていない。  

しかし，技術移転ポテンシャルは組腰間関係／くターンの関数である，という理  

論的仮説はもっている。そこで，組織間関係／くターンから技術移転ポテンシャ  

ルを推定することにしたい。  

19）たとえば，横河電機製作所は北辰電機製作所との合併計画のほかに，得意としてきた装   
置産業の設備投資の冷えこみに対応するため，組立て型産業界向けの市場の開発が急務   
となり，FAへの進出を決意したようである（昭和57年9月4日付r日経産業新軌）。   
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さきにみた4種の技術移転には共通のパターンがある。それは「使用－→製  

造」という移転パターンである。このうち「使用」の段階を焦点企業の側から  

みると，その製品の納入先ということになる。つまり，モノのレベルでみたア  

ウトプット組織である。これは理論的には，モノがいちばん確実な情報をほこ  

ぶ，ということで説明できるだろう。であれば，情報レベルでの補強という形  

をとるかもしれない。「ロボット・スク・－ル」（H社）あるいは「講習会」「勉強  

会」（0社）の形で，焦点企業からアウトプット組織への情報のフローが考えら  

れるだろう。   

こうしてわれわれは，つぎのような後の定量的分析で確認すべき課題をもつ  

ことになる。作業仮説とは，理論的仮説を構成する変数に操作的定義を与える  

ことだから，これを作業仮説とよぶのは正確でないかもしれない。しかし，調  

査で確認すべき具体的仮説という意味で，作業仮説とし称しておこう。ついで  

に，調査課題についてものべておこう。   

第1に工作機械メ、－カーを焦点企業としたばあい，食料品や農業用機械の  

メ1－カー・がモノと情報のレベルでアウトプット紐俄になることが多い，という  

ことを仮説とする。同時に，同様のアウトプット組俄になることの多いものに  

どの種の組織があるかの発見を調査課題とし，その種の組織を焦点企業への技  

術移転ポテンシャルが高いと推定する。   

第2に電機メ・－か－とくに重電機器メーカーと電気計測器メ・－カーを焦点企  

業としたばあい，船舶の製造・修理や化学工業に従事する企業がアウトプット  

組戯となることが多い，ということを仮説とする。同時に，同様のアウトプッ  

ト組．織になることの多いものにどの種の組織があるかの発見を調査課題とし，  

その種の組織を焦点企業への技術移転ポテンシャルが高いと推定する。   

第3に産業用ロボット・家電依器・通信機器のメ・－カーを焦点企業としたば  

あいも，同様の調査課題をおき，同様の推定をする。  

ⅠⅤ 調査の方法と調査票の設計   

1．アンケート調査の方法   

1）調査方法   
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調査方法は郵送法によるアンケート調査である。1社につき1通を郵送した。  

あて先は各社の本社総務部長が多かった。具体的には，対象企業各社について  

最新の『会社職員鉄』（ダイヤモンド社）などを調べ，調査票への回答者として  

適当と判断した職責名と氏名をあて名としたのである。「総務部長」のほか「社  

長室長」「管理部長」などが多かった。「経営戦略室長」「関連企業部長」「人材  

開発部長」などもあった。役員・職員名が不明のときは，「総務担当職員殿」を  

あて名とした。  

2）調査時期   

昭和57年10月15日に調査票の発送を開始し，同年11月15日を第1回目の  

締切り日とした。その後，回収状態をみながら，締切り日を同年11月30日に  

延期した旨の督促状（ハガキ）と，締切り日を同年12月31日とした簡略調査  

票を，それぞれの段階での未回答企業に再送付した。簡略調査票とは，「ⅠⅤ部か  

らなる調査票中，第ⅠⅠ部と第ⅠⅠⅠ部（質問番号5～21）だけ」を回答してもらう  

ものをさす（本稿末尾の「調査票」を参照のこと）。主として過去5年間の経営  

指標についての質問を省略したことになる。  

3）調査対象   

日本産業用ロボット工業会・日本工作機械工業会・日本電機工業会の各正会  

員と，四国にユ場をもつ3業種の企業とが，調査対象である。   

3工業会の正会員については，それぞれの工業会の『会員名簿』によった。  

日本産業用ロボット工業会の正会員は62社であり，他の工業会の正会員が100  

社をこえるのとくらべると調査対象数として少ないと判断されたので，つぎの  

ものによって補足した。すなわち，「ロボットメーカーー・覧表」（昭和57年7月  

20日発行『週刊・ダイヤモンド（別冊）』所収）から所在不明の5社を除き35  

社．を，「ロボットメーカー・ランキング（50位まで）」（昭和57年5月26日付『日  

経産業新聞』所収）から14社せ，補足したのである。かくして，全国に所在す  

る3業種に所属する企業で調査対象となったものは，つぎのようになる。ただ  

し重複するものは，それぞれの上に記してある業種に属するものとして数えて  

ある。   
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（全国）  

産業用ロボット 111社 

工作機械  100放  

電機  127社  

計  338社   

上記に所属する企業以外で，四国に工場をもつ企業名は，『1982年版・全国工  

場通覧』（通商産業省編，日刊工業新聞社刊）『’83世界の工作磯械』（商工経済  

新聞社，1982年刊）によった。四国に工場をもつそれぞれの業種の企業数はつ  

ぎのとおりである。   

（四国）  

産業用ロボット   1社  

工作機械  23放  

電気機械器具   151社  

計  175放   

けっきょく合計503社．に調査票を送ったことになる。  

2．調査票の設計  

本研究で使用する変数は，①組織間関係の多様性，②組織間関係の／くターン，  

③焦点企業の組戯効率，の3種輝である。技術移転ポテンシャルについては，  

これを直接測定することはわれわれには困難なので，特定の組織間関係／くター  

ンから推定することにしている。3種類の変数のうち組織間関係の多様性とバ  

ク・－ソの2種類の測定のためには「組織間関係表」の作成が前提となる。組織  

間関係表とは，組織セットを構成すると予想される組．織の種額と，モノ・カネ・  

ヒト・情報の各レベルで考えられる戦略とを，マトリックスにしたものである。  

各戦略ほ主として，4種の資源のうちいずれかのインプットないしアウトプッ  

トとして表現される。   

以下では，つぎの順序で議論を進めてゆきたい。第1に，独立して議論のし  

やすい焦点企業の組織効率の測定について論じ，必要な質問項目を決定する。  

第2に，組織間関係表の作成の前提となる組織分類の原則についてのべ，組腰   
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カテゴリ1－を設定する。このカテゴリーにナンバーをつけたカラづり、－●ナン  

バーは焦点企業が「事業内容」や「組腰間関係」についての回答をする際の選  

択肢となる。第3に，モノ・カネ・ヒト・情報の各レベルの戦略について網羅  

的に論じる。これは「事業内容」や「組織間関係」についての質問項目を構成  

することになる。最後に，作成された組織間関係表をいかに利用して，組織間  

関係の多様性および組織間関係の／くターンの2種の変数を測定するかについて  

のべる。   

1）組織効率の測定と経営成果についての質問票   

組戯効率についてほ論ずべき点が多くあるかもしれない。とくに組織－・般を  

関心対象とするときはそうであろう。組戯間関係論で従属変数として自律性な  

どがとられることが多いのはそのためかもしれない。われわれは企業の組織効  

率，つ1まり経営成果に関心を限定している。それでも変数測定法が限定される  

わけではない。そこで，経営成果変数の取りあつかいについてのわれわれの基  

本原則をのべることからはじめたい。それは成果変数の選択基準といってもよ  

い。   

まず第1にわれわれは，過去5年間の経営活動（企業戦略）の成果をみたい  

と思っている。しかし，最近年度（昭和56年度）の単年度評価はできるだけさ  

けたい。企業の財務政策によって左右されるものをさけたいからである。第2  

に，経営成果の総合評価をしないで，多元的評価とする。われわれの関心は異  

業種企業を含めて企業ランキングをつくることではない。さまざまの目的を達  

成するにそれぞれどのような手段（戦略）が有効か，という政策論（経営管理  

論）的関心である。第3に，非経済的成果ないし非金銭的成果も考慮したい。   

以上のような原則の上にたってわれわれは，つぎのような指標を暫定的に選  

んだ。20）   

（1）成長性一つぎの算式により評価したものとする。  

20）その際われわれは，清水ら（清水，1979年；通省産業省産業政策局企業行動課，1982年）   
や青原ら（1981年）の研究成果およびNEES・CASMA（日本経済新聞社の総合経済デー   
タバンクの多変量解析法による企業評価システム一昭和57年9月3日付r日本経済新   

開』）を参照した。   
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54年度売上高十55年度売上高＋56年度売上高   

（2）収益性一つぎの算式により評価したものとする。   

54年度税引後純利益＋55年度税引後純利益＋56年度税引後純利益   

（3）モラ、－ルー記入者に「同業他社」および「5年前」とくらべて従業  

員のモーラ岬ルの高さを5点評価してもらい，その平均をモラール指標と  

する。   

（4）その他－「新製品比率」「輸出の伸び率」「子会社・関連会社・外注加  

工業者の増減」も算出できるように準備し，「成長性」「収益性」の主観  

評価による補足もできるようにしておく。   

以上の指標の算出に必要な基礎データを得るための質問が調査票第1部「経  

営成果について」（質問番号1－4）である。なお質問番号4の質問ほ，つぎの  

組．織の種類についての判定をする際に参考にするためのものである。  

2）組織の種類と組織カテゴリーの設定   

組腰間関係の多様性・パター・ソを測定するためには，ひとつにほ「組織の多  

様性」（Evan，1965）が測定できなければならない。そのためには「組織の種類」  

を操作的に定義しておく必要がある。   

焦点組織としては，工作機械・産業用ロボット・電気焼械器具の製造業を営  

む企業をおき，すでに焦点企業と称してきている。しかし，ケース・スタディ  

でみたように，とくに電機メーか一についてはもっと細分類する必要がある。  

他方，組鳳セットに関しては，われわれほ赤岡（1982年）とちがって，企業組  

織のみを考えていないgl）行政校閲や研究機閑が調整磯関セットやインプット  

組織セットの重要な構成組織であることをみのがしてはならないと考えてい  

21）したがって，われわれの調査は企業間関係に関する調査でなく，企業の組織間関係に関   
する調査なのである。赤岡（1982年）の調査とのちがいはほかにもある。第1に，かれほ   
インプyト組織・アウトプット組織などを放能面から－モノのレベルで－のみ，固定   

的にとらえている。第2に，焦点企業のちがいがある。野中（1974年）は，産業財マーケ   
テイングにこそ組織間関係論的アプローチが適していることを主張している。われわれ   

が焦点企業としているのは，家電メーカーを除けは主として産業財メーカーである。   
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る。   

そこでわれわれは，つぎのような原則をたてて組威力テゴリ1－を設定した。  

第1に「企業」組織のほかに．，地方公共団体や国の出先機関などの「行政依関」  

組織と，研究機関・業界団体・労働団体・消費者団体などの「その他の団体」  

組織を加えること。第2に，「企業」組戯は「日本標準産業分類」（行政管理庁）  

を参照しながら，①非製造業は大分類②製造業は2ケタ分類③焦点企業の属す  

る機械製造業ほ3ケタ分類にしたがって，種別すること。   

この原則－あくまでも原則一にしたがって設定したのが「組織カテゴ  

リ・一一・覧表」（本稿末尾参照）である。カテゴリ、一数が50にもなり，回答者の  

選択肢とするには多すぎるが，「多角化」や「異業種間交流」を論じるには大ま  

かすぎる（吉原ら，1981年，12－14ペ・－ジ∴宮沢，1975年，39－41ページ，  

参照），というジレンマがないわけではない。  

3）企業戦略の種塀と組織間関係についての質問票   

組織間関係の多様性・／くターンを測定するためには，「組織の種類」のはかに  

もうひとつ「戦略の種額」が操作的に定義されなければならない。その際の原  

則は，われわれがケース・スタディなどをとおして見聞きしたあらゆる戦略を  

できるだけ多く網羅することである。  

（カ 焦点企業の事業内容について   

経営成果を左右すると仮定されている組織間関係の多様性を測定するには，  

事業内容の多様性を一・定にしておく必要があろう。組織間関係の多様性は事業  

内容の多様性と高い相関関係をもつなら，経営成果を左右する真の原因を見誤  

るおそれがあるからである。そのため，調査票では「貴社の事業内容について」  

（質問番号5）を第2部としておいた。また，そこでは過去5年間における合  

併戦略・多角化戦略の有無についても質問してある。   

打）「モノ」のⅠ／0戦略   

調査票第3部「組織間関係について」の質問の最初（同上6）は，モノのⅠ／  

0についての質問である。ただし「輸送の依麻先」（同上6②）は，われわれの  

分析枠組にしたがって，「調整機関セット」を構成するものとする。  

（勇 「カネ」のⅠ／0戦略   
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つぎの質問（同上7－10）ほカネのⅠ／0についてのものである。子会社・関  

連会社の範囲を「20％以上出資」としたのは問題があるかもしれない（同上7  

－8参照）。当該企業の情報プロセシソグないし意思決定にとって重大な意味を  

もつ範囲という意味でいちおう20％にした（永井，1978年，164ページ，参照）。  

特別融資制度制定主体としては，地方公共団体や民間金融機関を多く見聞して  

いる。 しかし，利用実態について見聞することが少ないので，この点でこの質  

問への回答には関心がある（質問番号9①参照）。なお，焦点企業が寄付を含む  

資金面の援助をしている相手組．織に住民団体などがあれば，企業のコミュニ  

ティ、－・リレーショソズについても，われわれは言及していることになる（同  

上10参照）。   

何 「ヒト」のⅠ／0戦略   

つぎの質問ほ役員（同上11－12）と従業員（同上13－14）のⅠ／0戦略に関  

するものである。従業員の派遣・出向を1年以上の期間にわたるものに限定し  

ているのは，子会社・関連会社を出資率20％以上に限定したのと同じ主旨から  

であり，暫定的なものである。また，「スカウト社点の出身組織」というインプッ  

ト戦略に関する質問がありながら，他組威からのスカウトの有無に関する質問  

がないのは，「スカウトされる」というのは戦略として考えられないからである。  

われわれは企業を意思決定主体とみている。なお，「新入社㌧員選考の依験先」は  

インプット組織セットでなく調整磯関セットにいれて考えてもよい。   

帥 「情報」のⅠ／0戦略   

調査票第3部を構成する最後の質問群（同上15－21）は，情報のⅠ／0戦略に  

関するものである。このレベルの質問数が多くなっているのほ，戦略秦が現実  

に多数あることを反映していると考えられる。だからこそ，このレベルでどの  

戦略をとるかは，「企業に個性を与える」（吉原ら，1981年）のであろう。   

組織セットを構成する組織と提携関係を結ぶことは，焦点企業にとって不確  

実性の処理に貢献する（質問番号15参照）。ブランドについてのOEM契約や製  

品・生産技術についての技術提携がよく知られているが，ほかにもある。販売  

チャネルについては代理店契約のはか，電焼メー・カーがリース会社と提携した   
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例もあるg2）資材・部品購入についての提携もあるg3）   

講習会などの名称での情報のⅠ／0関係もある（同16－17）。たとえげ，H礼  

の「ロボット・スク、－ル」などは，それを通じてユーザーに技術開発・品質管  

理に／ついての情報を提供していることになろう。機械商社が地方工作機械メー  

カー・に．営業面での指導をすることもあろう。  

「社長会」などの連絡会議をもつことや学会・研究集会などに会社代表を出席  

させることも情報のⅠ／0戦略のひとつである（同上18－19）。そのような集会  

の主催・幹事役・仲介役をはたす組織は「意思決定調整機関」（Litwak＆Hylton，  

1962）の典型であろう。行政機関などもはたせる役ぁりである。   

共同利用型の情報センタ・－ないしデータバンクをおく地方公共団体もふえて  

いるようである（同上20参照）。しかし，－L，二の例外を除いて，科学技術情  

報にかたよっているg4）科学技術情報は企業にとって1つの必要条件であろう  

が，それだけで十分とはいえない。シーズはこニ－ズと結合されなければ，経営  

とはならない。製品市場情報についてのデータ・バンクが必要である。人材情  

報についてほ専門の機関もあるが，企業グループ内に設置している例もある。   

産業廃棄物のアウトプットを「情報」のレベルで把握することに．ほ疑問があ  

るかもしれない（同上20参照）。しかし，従業員をスカウトされるという戦略  

が考えられないのと同様，産業廃棄物のアウトプットは戦略主は考えにくい。  

それほ意図せざる逆機能的（dysfunctional）なアウトプットである。戦略とし  

て意味をもつのは，苦情という形のフィ1－ドバック情報を受けいれたときであ  

ろうど5）産業廃棄物に関する質問を「情報」レベルにおいたのは，このためであ  

る。ここでもわれわれは企業のコミュニティ ・リレーショソズにも言及できる  

22）日本IBMは販売強化のため，オリエント・リ・－・ス，日本リースなどわが国の大手リー   

ス会社と業務提携した（57年9月13日付『日本経済新聞』）。  
23）丸善石油は，下津石油所（和歌山県）の原油処理から潤滑原料油までの生産を停止し，   

これを－・結して富士興産海南製油所（海南市）に委託する方針で，同社との業務提携交渉   
にのりだした（57年9月14日付『日本経済新聞』）。  

24）長野県は例外のひとつである。同県の中小企業情報センターでは，「生産技術，品質管   
理はかりでなくユーザー・の市場動向まで入手でき，営業力の強化にもつながっている」と   

企業経営者にも喜ばれているという（57年8月12日付『日経産業新聞』）。   
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かもしれない。  

（増 その他   

調査票の第4部は「その他」としている。いわゆる「産業基盤」の整備が企  

業の経営成果や技術移転にどれはどの寄与をするのかを評価することほ，われ  

われにとってはむつかしい問題であり，残された課題といえよう。その整備が  

主体の問題として意識されることが少ないからではないか，と考えている。調  

査票ではいちおう，その整備は都道府県という地方公共団体の貢献としてあつ  

かっている（同上22）。産業基盤の整備主体をわれわれは調整機関セットを構成  

するものとみなすので，Ⅰ／0準略とはいいがたいが，いちおう「モノ」のレベ  

ルであつかいたいと思っている。最後の質問（同23）は仮説発見のためのもの  

である。   

4）組織間関係表による細腰間関係の多様性・パタ・－ソの測定   

以上のようにしてできあがった組願力テゴリ・－と組腰間関係についての質問  

票があれば，われわれは各企業についての組織間関係表を作成することができ  

る。組戯カテゴリー・ナンバ・－ を回答選択肢として提示し，細腰間関係につい  

ての質問に答えてもらうのである。組戯間関係表は図表11のようなマトリック  

スになるであろう。   

紐腰間関係の多様性および組織間関係の／くターンを測定する準備はこれまで  

のところでできあがった。組腰間関係の多様性とは，このマトリックスに表わ  

される全点数である。多角化戦略（当該企業の事業内容）の点数を一・定として  

Ⅰ／0戦略や対調整機関戦略の多様性を測定することもできる。組戯間関係のパ  

ターンとほ，このマトリックスの特定ブロック（区層）の点数で測定されるも  

のである。「情報」レベルの戦略や非企業組織との関係が多いという／くターンが，  

25）同様にして，製品のアウトプットにともなう市場情報というフィードバック情報の受   

けいれも戦略としての意味をもつ。その戦略の経営成果への寄与も高いと考えられる。   
「産業財企業においては，……販売担当者は販売促進の意義よりも市場における情報源   
（……）としての価値が高い」（野中，1974年，1飢ページ）という見解や「用事がない   

場合でも親会社に毎月出かけ，担当者との話のなかから受注している製品に関してある   

程度まで親企業の生産計画をつかむ」（国民金融公庫，1982年，103ページ）ことに成功   
したケースもある。これらの点を調査票で考慮していないことをいま反省している。   
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図表11企業の組織間関係表  

ノクβ2  

私 企 業 組 織   非私企業組織   
（事業内容）  

行政機関  
1，2，3，  43 45   50   

多角化戦略  

「モノ」の  

Ⅰ／0 戦 略  

「カネ」のⅠ／0戦略  

「ヒト」のⅠ／0戦略  

「情報」のⅠ／0戦略  

各レベルの対  
調整機関戦略  

（注）対「ロジスティ ソク‘プロセス分担企業」戦略は上記の組織カテゴリーでは特色が  

でないと考えられるので略してある。   

企業の経営成果と比較的高い相関を示すのではないか，ということはすでに仮  

説として提示してある。また，技術移転ポテンシャルの推定には，さらに細分  

化したブロックを使おうとしている。  

Ⅴ むすぴにかえて  

本稿ではまず，文献サーベイをとおして分析枠組と理論的仮説を設定した。  

ついで，ケース・スタディを通じて調査課題と作業仮説を明らかにした。それ  

を基礎にしながら最後には，調査票の設計について論じている。   

調査票は合計503社に送付し，現在（昭和58年1月20日）のところ約170社  

から回答を得ている。調査結果の分析については稿を改めてのべることにした  

い。   
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企業の組織間関係に．関する調査の設計  一朗ノー   

調 査 票  

「企業の組織間関係に関する調査」  
のお願いについて  

本調査は通商産業調査会委嘱の「四国地方における放据工業に関する調査研究」ならび  

に文部省特定研究「地域経済と地場産菜」の一腰として実施するものです。   

現在，「異業種間交流」「慮官学協同」「産官民協同」「政労使による合意形成」のあ  

り方が問われています。また，子会社の分離・統合，下請の再編成，内外企業間の技術提  

携・・業務提携が盛んです。これらほ－・般に組織間関係ということができます。   

本調査の目的は，①現在の日本企業はどのような組織間関係をもっているか，②組織間  

関係のあり方は企業の経営成果（業績）にどのような影響を与えるか，を明らかにするこ  

とです。この度はとくに日本全国で工作機械・産業用ロボット・電気枚雑器具の製造業を  

営む企業を対象にすることによって上のことを明らかにし，四国地方でのこれらの製造業   

の振興の参考にしようとしています。   

なお，特定企業の美質や他の企業・校閲巾団体との関係について，未調査で得た事実を  

企業名入りで公表することはありません。ご回答は統計的に処理させていただきます。  

お忙しいところ誠に恐縮ですが，本調査へのご協力をよろしくお願いします。  

昭和57年10月1日  

香川大学経済学部経営学科教授 細 川  進   
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香川大学経済学部 研究年報 22  一3く≠2－  
ノダ♂2  

記入にあたってのお願い   

1．．本調査はⅣ部から成っています。いずれの部においても設問に対して，予め用意して   

ある回答形式では食社の実情を正確に表現できない場合もあると思いますが，その場合   

にもおよその見当とご記憶の及ぷ範開で結構ですから，ぜひご回答ください。補足‖注   

記・但し書きをご希望の方ほ，余白を利用して－自由にこ記入ください。  

2一 第Ⅰ部でマイナス数字をご記入の場合ほ，数の頭に▲印をおつけください。該当する   

業績のない場合は「0」（ゼロ）とご明記ください。  

3一 第Ⅱ部と第Ⅲ部では別紙「組織カテゴリ・一一・覧表」を参照しながら，カテゴリ－・ナ   

ソバーでご回答ください。   

4一覧表中「その他」が頭についているカテゴリ・－（18山21・28・・31・33l40・50）を回答とさ   

れる場合は，ナソパー・の後に（）をもうけて具体名を記入していただけれは幸甚です。  

5第Ⅲ部は企業の組織間関係についての調査ですから，関係相辛が個人の場合は無視し   

てください。外国の企業・機関り団体の場合は考慮に入れてください。  

6相手が単一・の企業でありながら複数のカテゴリ・一に．またがる場合は，該当するすべて   

をカテゴリ・－・ナンバー・でご回答ください。ただし，その企業の単一・事業部門としか関   

係がない場合は，その事業部門に相当する組織カテゴリーのみを回答としてください。  

7 該当する関係をもっていない場合ほ「ナシ」とご明記ください。  

8調査票は，昭和57年11月15日までに．同封の返信用封筒でご返送くださるようにお願   

いします。なお「お願い」状と「組織カテゴリ1－－・覧表」ほご返送の必要はありません  

9本調査および調査結果に関する問合わせ先はつぎのとおりです。  

〒760 高松市幸町2の1  

香川大学経済学部経営学科小山口研究室（責任者・山口博幸）  

TEL O878－61－4141（香川大学）  

内線461（山口博幸）  

内線496（元家万枝）   
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企業の組織間関係に関する調査の設計  

企業の組織間関係に関する調査票  

－β43－  

会  社  名  

本  社  所  在  地   都道  市  
府県  郡   

ご 記 入 者 の 職 名  （鞍名）   

お  よ  び  氏  名  （氏名）  
（電話）   

決 井 時 期  
（年1回決界の場合は「およ  
び」以下は記入不要）   決算月は［二二ニコ月 および［二二ニコ月   

上 場 規 模  
2 二 部 上 場  

（番号を○で囲んでください）   

資  本  金  規  模   百万円   

従  業  員  規  模   人   

本社所在地以外に貴社の分工 
場・研究所（営茶所は除く）  

がありましたら，所在地を都  

道府県名で教えてください。  

つぎの製品が食社の現在総売上高に占める割合はどのくらいですか。概数で結構でナ。  

N C エ 作 機 械  労  

金 属 工 作 機 械             そ の 他 の 汎 用 機   珍  

％   専  用  機  械  

産 業 用 ロ ボ ッ ト  労   

蚤  電  機  器   ％  

家  電 機  器   労  

電 気 機 械                       通  信  機  器   珍  

電 気 計 洩り 器   ％  

その他（  ）   解  
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香川大学経済学部 研究年報 22  J．クβ2  －344－  

I 経営成果について  
1衆社の経営指標を教えてください（年2回決算の場合は年間合計数でご記入ください）。  

昭和 53 年庶   

昭和 52年度      売  上  高  百万円  首方円  空 茶 真  人  人  

（注）資本については期  

中平均をご記入く  

ださい◇  

昭和 54 年度   昭和 55年度   昭和 56年度   

売  上  高  百万円   百万円   首万円   

経 常 利 益  〝   〝   〝   

税引後純利益  カ／   カ′   〝   

使総  カ′   ／7   カ′  
資  

用木   一ケ   カ′   〝   

期  末 従 業 員  人   人   人   

2 以下は主観的に判断された概数でも結構です。  

昭和54 年度   昭和 56年皮  

子会社‖関連会社（209ら以上出資）の数   祉   社   

外注依存度（＝竃晋絡）   
労   珍   

外注加工老数  社   社  

（「2次下訴」以降も含む）  人   人   

対売上高輸出比率   労   ％   

輸  出  額   首方円   首万円   

新製品比率（過去3年間fこ開発・販売され  
た新製品の現在総売上酎こ占める割合）  

キ   

対前年度売上高成長率   界   浄   

売上高経嵩利益率   ％   珍   

3．貴社の従業員のそラール（士気）の高さは，どの位だと判断されますか。現在の「同菜他社」  

および食祉の「5年前」と比べて判断し，該当する項目の番号を⊂コの中にご記入ください0  

い
じ
い
廿
伺
 
 
低
同
高
に
 
 

い
や
ぼ
や
常
 
低
や
ほ
や
非
 
 
 

1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
 
 

．∨  
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企業の組織間関係に関する調査の設計  －3J5一  

4 食社の現在の主力製品を2つ選び，それぞれの菓社総売上高に占める割合と「業界．」における   

地位を下記にご記入ください（「業界」の概念は主撰的に判断しでください）0  

現在の業界におけ  

るシェアと順位   昭和54年皮  昭和56年虔   

現 在 の 主 力 製 品  売上高に占める割合           ロ  労  ↑  解（ 位）  2  珍  十  解（ 位）  

皿  貴社の事業内容について   

5 ① 衆社（子会社小関連会社は除く，以下同じ）内で現在，業務として遂行している事業のす  

ペてを教えてください（別紙組織力チコリ・－－覧表の「私企業」の項を「事業内容」と読み  

かえて，カテゴリ・－・ブーンノく－でお答えください）。   

⑦ そのうち過去5年間（昭和52年庶以降，以下同じ）に別会社を吸収合併して遂行するよう  

になった事業がありますか。ありましたら，その事業内容を教えてください（①に同じ）。   

⑨ 過去5年間に②以外の新しい事薬分野に進出したことがありますか。ありましたら，その  

事築内容を教えてください（①に同じ）。  

Ⅲ  組織間関係について   

6。① 食社製品（相手先ブラソトで生産ナる製品も含む）の直接納入先はどのカテゴリーの組織  

ですか（たとえば，自動車メーカい－へ「直販」している場合は29を，商社に納入している場  

合は34を，官庁に納入しでいる場合～ま44を，下記にご記入ください。また，相手先プラント  

で生産している場合は相手先の組織カテゴリ・－を回答としてください）。   

（多 食社では製品の輸送を外部に依額しますか。その依頼先ほどのカチコリ・－の組錯ですか。  

Q）製品製造に必要な資材・部品（設備機械は除く）の直接仕入先はどのカテゴリーの組織で  

すか。   

（む 工場用鞄l工場施設・設備撥械（過去5年間に購入の物に限る）の購入先はどのカテゴリ  

ーの組織ですか。  

（む 製品の納入先  

（参 輸送の依頼先  

③ 資材り部品の仕入先  

伍）用地・施設・設備の購入先  

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



香川大学経済学部 研究年報 22  ノ夕β2  一朗6－  

7① 貸社には子会社・関連会社（209ら以上出資）がありますか。その子会社・関連会社はとの  

カテコリ－の組織ですか（1社で複数の事業を営む場合は，いずれのカテゴリーもご記入く  

ださい）。   

㊤ そのうち過去5年間に新たに子会社・関連会社になったものはどれですか。  

① 子会社・関連会社  

（む うち過去5年間のもの  

8庄〉 資社には20労以上の出資を受けている贋会社があります－か。それはどのカテゴリーーの組織  

ですか。   

⑦ そのうち過去5年間に新たに親会社になったもの，あるいは親会社が新たに始めた新事業  

がありましたら，組織力テゴリ・一巾ナソ′く－でお答えください。  

（》 親 会 社  

⑦ うち過去5年間のもの  

9① 食社は条件つきの特別融資制度（たとえば「ロボット融資制度」「中小企業近代化促進融  

資制度」など）のなかで過去5年間に利用したものがありますか。それはどのカテゴリ・－の  

組織からの融資ですか。   

② そのほかに資金面での援助を過去5年間に受けたことがありますか。援助してくれたのは  

どのカテコリ・－の組織ですか。  

① 特別融資制度制定主体  

⑦ その他の資金援助主  

10 安社は過去5年間に他の組織に対して資金面での援助（寄付を含む）をしたことがあります－か。   

それはどのカテゴリ・一の組織に対してですか。  

資金面の援助をしている組織  

11貸社出身（または兼任）で他社の役員（取締役および監督役をいい，非常勤の者を含む）にな   

っている人がいますか。その他社はどのカテゴリ・－の組織ですか。  

貨吐出身の役員のいる組織  

12．貴社の役員には他の企業・機関の出身者（兼任役員）がいますか0彼らはどのカテゴリ・－の組   

織の出身者ですか。  

突辻役員の出身組織   
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企業の組織間関係に関する調査の設計  －347－  

13究社では過去5年間に，社員を他の組織に派遣・・出向（1年間以上の期間にわたるものに限る）   

させたことがありますか。派遣・出向先はとのカテゴリ・－の組織です■か。  

資社社員の出向・派遣先  

14 ① 究社では過去5年間に，他の組織からの出向・派遣（ユ年間以上の期間にわたるものに限  

る）を受けいれたことがありますか。それはどのカテゴリ－の組織からですか。   

② 毀社には過去5年間において他の組織からスカウトしてきた社員がいますか。それはどの  

カテゴリ・－からのスカウトですか。   

④ 新入社員の採用にあたって，特定の組織に選考を依頼することがありますか。過去5年間  

にありましたら，その組織のカテゴリ－を教えてください。  

G）費社への出向・派遣のある組織  

（参 スカウト社員の出身組織  

③ 新入社員選考の依頼先  

15資社は下記の①①⑨④のことがらについて他の組織と提携協定関係がありますか。ありました   

ら，提携相手の組織力テゴリーー・を回答欄にこ記入ください。  

G〉 ブランドについて  

① 販売チャネ／りこついて  

（む 製品および生産技術について  

（め 資材・部品購入について  

16 衆社は下記の①⑧のことがらについて他の特定組織を定期的に個別ないし講習会形式で指導（情   

報提供）していますか。貿社の指導対象はどのカテゴリーの組織ですか。  

① 営巣面について  

（D 技術開発・品質管理について  

17 衆社は下記の①②のことがらについて定期的に特定組織から個別指導（情報提供）や誅習を受   

けていますか。貴社が指導を受けているのはどのカテゴリーの組織からです－か。  

（∋営箕面について  

① 技術開発・品質管理について  
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ほ 資社は，「00グル・－ブ」と自他共に認め，年4回以上開催される「社長会」「総務部長会」   
などの連絡会議をもつグル－ブに所属していますか。その会議への愛社員以外の出席メンバーの   

所属組織のカテゴリーを教えてください0  

連絡会議への出席ノンノく・－  

19① 貴社は有志の集まりである学会・研究集会・講習会に会社代表を出席させることにしてい  

ますか。その集会でよく発表・発言したり，情報交換のできる人はとの組織力テゴリ」－の所  

属です■か（複数の集会が想起される場合は総合してご記入ください）。   

⑦ その集会の主催…幹事役、仲介役をはたしている組織のカチコリ－を教えてください（①  

に同じ）。  

① 集会で情報交換している組織  

② 集会の主催巾幹事役・仲介役  

劫貴社は共同利用型の情報セ／タ－ないしデ∵タ…バンクを利用して－いますか。‾下記の①②③の   

ことがらについての・セソダーやパンクの設置主体はどのカチコリー・の組織ですか（貴社利用のも   

のに限ります）。  

① 製品市場情報について  

② 科学技術情報について  

③ 人材情報について  

21産業廃棄物に関して特定の組織から苦情がもちこまれたことがありますか（過去5年間のもの   

に限る）。それはどのカテゴリ・一の組織からでしたか0  

産業廃棄物についての苦情主  

Ⅳ  そ の 他  

22賛社の製品－資材の輸送や会議出席のための交通の基盤となる道路・港湾・空航で，過去5年   

間に改善され，貸故にとって便利になフた所がありますか0それはどの地域ですか0都道府県名   

でお答えください。  

23これまでの質問でふれなかったこと・で，過去5年間に貴社と非企業組織（続開′団体）との間   

で起ったことで特記すべきことがらがありましたら，具体的に箇条番きしてください0   
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